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（開会 午前１０時００分）

○加藤委員長

おはようございます。定足数に達していますので、ただいまから文教福祉常任委員会を開会

します。

本日の日程は配付のとおりです。

以上で報告を終わります。

直ちに会議を開きます。

最初に、本委員会の会議録の署名委員に栗林澄惠江委員、小向繁展委員を指名します。

これから議案の審査を行います。

当委員会に付託された案件は、お手元に配付してある日程のとおり、１３件です。

議案第５号、八街市郷土資料館設置条例の一部を改正する条例の制定についてを議題としま

す。

この議案は朗読を省略して、直ちに提案者の説明を求めます。

○小川郷土資料館長

それでは、議案第５号、八街市郷土資料館設置条例の一部を改正する条例の制定について、

ご説明いたします。

付議案９ページ、議案説明資料は１２ページになります。

令和元年９月の台風１５号で建物が損壊し、改修不能となった資料館を昨年に解体し、本年

４月１日から中央公民館２階の中会議室で展示業務を再開するにあたり、第３条１の特例と

いたしまして、当分の間、条例中、八街市八街ほ８００番地３とあるのを、中央公民館の所

在地でございます、八街市八街ほ７９６番地１とするものです。

なお、附則といたしまして、この条例は令和３年４月１日から施行するものでございます。

以上で説明を終わります。ご審議のほど、よろしくお願いいたします。

○加藤委員長

以上で説明が終わりましたので、質疑を許します。

○小髙委員

お伺いします。

これに関しましては議案質疑でも質問がございました。当分の間とはどういうことなのか、

先々が未定であるということ、また暫定的であるというような話をしたように記憶していま

すが、当分の間と条例で決めてしまうと、なかば恒久的になってしまうのではないかと私は

思うわけですが、学校関係にしても、児童・生徒が減少している学校も見受けられる中で、

そのようなところを利用するという考えもあるけれども、ただ、多くの市民に利用していた

だくには市内の中心にあった方が利用しやすいと思います。ただ、ここで条例を改正するほ

ど、短期間的にはできない、条例を改正してまで、いわゆる私は先延ばしにしようという条

例改正にしか聞こえないわけなんですけど、その点はどういうふうに捉えたらいいのか、ご

説明いただきたいと思います。
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○小川郷土資料館長

今の委員の質問ですが、今の段階では、いつまでと、具体的なことは申し上げられないんで

すが、市民の方々からも早期再開の声を聞いておりますので、早急に方向性を検討したいと

考えております。

○加藤委員長

ほかに質疑はありませんか。

○京増委員

２階の会議室を利用するということなんですが、夜には、今は高齢化ということもあって公

民館の利用者は減っていると思うんですけれど、一般的に会議室などを利用したりする方に

とって会場を借りられないとか、そういうことは起きないでしょうか、その予想について、

お伺いします。

○小川郷土資料館長

今、委員のおっしゃるとおり、中会議室を使用して郷土資料館を再開するということになり

ますので、利用者の方々には不便をおかけすることと思いますが、ご理解、ご協力をお願い

することになります。

しかしながら、今まで郷土資料館に来館したことがない方々に、同じ建物内で再開すること

でサークルなどの活動帰りにお立ち寄りいただいて、先人たちが積み重ねてきた伝統や文化、

郷土への関心、ふるさと意識が高まるものと考えております。

○加藤委員長

ほかに質疑はありませんか。

（「なし」と呼ぶ者あり）

○加藤委員長

質疑がなければ、これで質疑を終了します。

これから討論を行います。討論はありませんか。

（「なし」と呼ぶ者あり）

○加藤委員長

討論がなければ、これで討論を終了します。

これから議案第５号、八街市郷土資料館設置条例の一部を改正する条例の制定についてを採

決します。

この議案は原案のとおり決定することに賛成の委員の起立を求めます。

（起 立 全 員）

○加藤委員長

起立全員です。議案第５号は原案のとおり可決されました。

執行部の皆様に申し上げます。

議案第６号、第２１号、第２２号、第２３号、第２４号、第９号に関係する職員以外は退室

していただいて結構です。
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議案第６号、八街市指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準等を定める条例

の一部を改正する条例の制定についてを議題とします。

この議案は朗読を省略して、直ちに提案者の説明を求めます。

○飛田高齢者福祉課長

議案第６号、八街市指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準等を定める条例

の一部を改正する条例の制定について、ご説明いたします。

付議案の１０ページ及び議案説明資料の１３ページをご覧ください。

このたびの改正は、厚生労働省令により指定居宅介護支援事業所における管理者の資格要件

の緩和措置期限を令和９年３月３１日まで延長することが主な内容でございます。

現行の条例では、指定居宅介護支援事業所の管理者は主任介護支援専門員でなければならな

いこと、及び経過措置として令和３年３月３１日までの間は介護支援専門員を管理者とでき

ることとしておりますが、事業所の人材確保に関する状況等を考慮し、令和３年３月３１日

時点で介護支援専門員が管理者である事業所では、その者が管理者である限り、主任介護支

援専門員要件の適用を令和９年３月３１日まで猶予しようとするものでございます。

また、主任介護支援専門員の確保が著しく困難であるなど、やむを得ない理由があるときは、

介護支援専門員を管理者とすることができる例外規定を追加しております。

なお、当該改正条例は公布の日から施行することとします。

以上で説明を終わります。ご審議のほど、よろしくお願いいたします。

○加藤委員長

以上で説明が終わりましたので、質疑を許します。

○山口委員

若干質問させていただきます。

先ほどの説明の中でも人材確保に関する状況等が考慮されているところではございますが、

実際の人材の確保に関してはどのような状況というか、こういった経過措置に至った形で、

今の現状というのはどのような形なんでしょうか。

○飛田高齢者福祉課長

主任介護支援専門員というのは、資格を得るまでに介護支援専門員としての実務期間が５年

以上であるとか、もろもろの条件がありまして、結構ハードルの高い条件になっております。

そういうわけで、このご時世、人材の確保というのはなかなか、どの事業所さんでも苦慮し

ているというところは伺っておりますけれども、八街市の状況で申しますと、今現在、指定

の事業所が１４ありまして、今の時点で主任介護支援専門員ではなく介護支援専門員が管理

者となっている事業所の数は３か所となっております。こういった状況でございます。

○山口委員

八街に関しては結構な事業者が努力されているんだなというのを感じます。令和９年まで伸

びるということですので、そういった形に移行できるように、行政としても働きかけという

か、そういった適切な形で対応していただきたいというふうに思います。
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以上です。

○加藤委員長

ほかに質疑は。

○小髙委員

今のに関連して行うわけですが、著しく困難であったり、やむを得ないということは、資格

者がすぐに雇用できないとか、すぐに取れる資格ではないということは理解できましたけど、

令和９年まで据置きというと、その事業所が努力なくして、ただ延長するのは芳しくないと

思いますね。だから５年間の実務経験とかが必要であれば、やっぱり毎年の指導なりが必要

だと思うんですけど、その辺はどういうふうに考えているのか、お伺いいたします。

○飛田高齢者福祉課長

やはり事業所さんにつきましては、毎年、市の方で監査なり、定期的な調査というか、資料

を提出していただいて、運営の状況とかというのをこちらでも把握しておりますので、その

際にも管理者の状況につきまして逐一把握しながら、こちらといたしましても条例に沿った

形で管理者を置いていただけるように指導してまいりたいと思います。

○加藤委員長

ほかに質疑はありませんか。

○京増委員

介護支援専門員について、お聞きしたいんですけれども、定期的な資格の書換えがあるわけ

なんですが、そのときに再度、介護支援専門員として資格をもう取らないみたいな、そうい

う方もあるというふうに聞いているんですけれども、八街市の場合は介護支援専門員の増減

はどうなっているんでしょうか。増えているのか、減っているのか、お聞きします。

○飛田高齢者福祉課長

主任介護支援専門員の資格につきましては、５年ごとの更新ということになっております。

ただ、今の状況といたしましては、八街市の中で主任介護支援専門員が何人いて、介護支援

専門員が何人いるかというところまではちょっと把握しきれてございませんけれども、現状

では主任介護支援専門員に事業所を運営していただいているところがほとんどというところ

でございますので、介護支援専門員が次のときには資格の更新をしたくないとか、そういっ

た状況につきましては、詳細につきましてはこちらでは把握できておりません。

○京増委員

実際には主任介護支援専門員、介護支援専門員を更新しない方が結構いるということで聞い

ています。やはり仕事がすごく大変なんだと思うんですね。介護支援専門員が減ったりすれ

ば、余計に主任介護支援専門員は、私はちょっと無理だと思うんです。ですから、介護支援

専門員が仕事を続けられるような、そういう支援も必要だと思うんです。悩みを聞いたりす

るような、そういう支援というのは今どうなっているんですか。

○飛田高齢者福祉課長

介護支援専門員の養成につきましては、各種研修であったりですとか、あとは相談事業で
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あったりとか、あるいは待遇改善ということにつきましても国の方で制度の改正などをして

取り組んでいるところでございますので、こちらといたしましても介護支援専門員の重要性

は認識しておりますので、いろんな手段で、減ることがないように、行政としても後押しが

できればいいかなというふうに考えております。

○京増委員

介護もそうですし、本当に福祉全体、仕事が大変で、辞められることが多いわけで、国の方

もやっているとは言いながら、介護職員が本当に年間で何万人も辞めていくようなことがあ

ります。ですから、介護支援専門員についても、しっかりと待遇も含めて、相談に乗ったり、

計画を立てるというのは本当に大変なことですから、悩みも、ぜひ市の方でも聞いて対応し

ていただきたいと思います。

以上です。

○加藤委員長

ほかに質疑はございませんか。

（「なし」と呼ぶ者あり）

○加藤委員長

質疑がなければ、これで質疑を終了します。

これから討論を行います。討論はありませんか。

（「なし」と呼ぶ者あり）

○加藤委員長

討論がなければ、これで討論を終了します。

これから議案第６号、八街市指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準等を定

める条例の一部を改正する条例の制定についてを採決します。

この議案は原案のとおり決定することに賛成の委員の起立を求めます。

（起 立 全 員）

○加藤委員長

起立全員です。議案第６号は原案のとおり可決されました。

議案第２１号、八街市指定地域密着型サービス基準条例の一部を改正する条例の制定につい

てを議題とします。

この議案は朗読を省略して、直ちに提案者の説明を求めます。

○飛田高齢者福祉課長

それでは、議案第２１号、八街市指定地域密着型サービス基準条例の一部を改正する条例の

制定について、ご説明いたします。

追加議案の２ページから、及び追加議案説明資料は１ページからをご覧ください。

この条例は、国における３年に１度の介護保険制度の見直しに伴い、社会保障審議会介護給

付費分科会の審議を踏まえ、指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準

等の一部を改正する省令が令和３年１月２５日に公布されたことを受け、本市におきまして
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も関連する諸条例について、所要の改正を行うものでございます。

おもだった追加条項等について、ご説明いたします。

追加議案３ページ、第３２条の２につきましては、感染症や非常災害が発生した場合でも、

必要な介護サービスが継続的に提供できる体制を構築するため、業務継続に向けた計画の策

定、研修、訓練の実施を義務付けるものでございます。

４ページをご覧ください。

第３３条第３項につきましては、事業所における感染症の発生及び蔓延防止に必要な措置を

義務付けるものでございます。

５ページをご覧ください。

第４０条の２につきましては、人権の擁護、虐待防止等の観点から、虐待の発生、再発を防

止するための委員会の開催、指針の整備、研修の実施などを義務付けるものでございます。

続きまして、１５ページをご覧ください。

第１２３条第３項後段につきましては、認知症への理解の下、本人主体の介護を行い、認知

症の人の尊厳の保証を実現していく観点から、介護に直接携わる職員のうち医療福祉関係の

資格を持たない者に認知症介護に係る基礎的な研修を受講させることを義務付けるものでご

ざいます。

１７ページから１８ページをご覧ください。

第１６３条の２につきましては、入所者の栄養状態の維持、改善を図り、自立した日常生活

を営むことができるよう、各入所者の状態に応じた栄養管理を計画的に行うことを義務付け

るものでございます。

第１６３条の３につきましては、入所者の口腔の健康の保持を図り、自立した日常生活を営

むことができるよう、口腔衛生の管理体制を整備し、各入所者に応じた口腔衛生の管理を計

画的に行うことを義務付けるものでございます。

２０ページをご覧ください。

第２０４条につきましては、利用者の利便性向上や介護サービス事業者の負担軽減の観点か

ら、ケアプランや重要事項説明書等に係る利用者等への説明、同意等のうち、書面で行うも

のについて、電磁的記録による対応を原則的に認めるものでございます。

以上が現行の条例に追加される主な改善点であり、対象となる事業者は本市指定の地域密着

型サービス事業者でございます。

なお、当該改正条例は令和３年４月１日からの施行となりますが、義務規定につきましては

経過措置として令和６年３月３１日までは努力義務とするものでございます。

以上で説明を終わります。ご審議のほど、よろしくお願いいたします。

○加藤委員長

以上で説明が終わりましたので、質疑を許します。

○栗林委員

すみません。こちらの方に関しまして、質問させていただきます。
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実際、指定地域密着型サービス事業者の方にこの内容等を伝えて、そちらの方から、努力義

務ではあるんですけれども、先ほどの質問と同じように、支援員の方等が少なくて、なかな

か確保できない中で、このようなことをしていくにあたって、何か相談とか、そういうもの

が今現在、市の方に上がっているか、お聞きしたいと思います。

○飛田高齢者福祉課長

今の時点で、この改正に伴っての義務化等につきまして、各事業者さんからの相談は、こち

らの方にはいただいておりません。今後、各事業者において、集団指導の中で、この改正内

容につきまして、周知を図ってまいりたいと思います。また、その中で相談があれば、話を

伺うことを考えております。

○加藤委員長

ほかに質疑はありませんか。

○小髙委員

各項目において、一般的にこういうことは、想定されていた内容が今度は義務化されたとい

うことだと思うんです。そうすると仕事量は、義務化されることによってフォーマットとか

が作られて、今度は報告義務が出たりとか、やっぱり費用面もかさむと思うんですけれども、

条例化された後というのは、そういう財政的な面での行政からの支援みたいなものは考えら

れているんでしょうか。

○飛田高齢者福祉課長

この条例の改正によって事務量的に多少の影響があるかなというところは、委員のおっしゃ

るとおりだと思います。今の段階では、それに対する財政的な措置というものは今の段階で

はないんですけれども、令和３年度以降におきまして、介護保険料の報酬改定において０．

７パーセントの上昇というか、増加を見込んでいますので、その中で措置されるものと考え

ております。

○小髙委員

この案件が義務化されたことによって、行政サイドの対応も今度は変わってくると思うんで

すね。定期報告であったり、指導は当然、条例が制定された後には周知して、指導すると思

うんですけど、事故が起こった場合でなくても年間１度、ないしは、事故が起こった場合に

は、事が起こった場合にはその都度、連絡する体制は整っているはずなんですけど、通常で

も管理監督する上で報告義務が今度は発生するのかなと思うんですね。行政サイドは、この

条例によってどういう影響が想定されるんでしょうか。

○飛田高齢者福祉課長

この条例の追加によりまして、委員のおっしゃるとおり、今の時点で通常業務的に行われて

いる部分も当然含まれてまいります。それを今回は明文化する、あえて義務化するというこ

とで、３年に１度の見直しが行われたわけでございますけれども、例えば事故とかが発生す

れば当然、報告義務というのは、こちらにも来ることになっております。ですので、運用に

つきましても、市役所の方で指導なり、あるいは定期報告の中に含まれる事項も入ってくる
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と思いますので、今の時点でここが、大きく市の対応が変わるというところは、今のところ

は想定しておりません。

○加藤委員長

ほかに質疑はありませんか。

○京増委員

今回の改正点、必要なことだなと思います。また今回、感染症の予防に関する義務の追加だ

とか、災害の発生時にどうするというようなことは、やはり今の状況に応じた改正点だと思

います。

ただ、先ほども質問がありましたけれど、結局、介護従事者は今でもいっぱいいっぱいだと

思うんですね。退職されていく方も多いということを考えますと、これらの改正をして、

しっかりと入所者または利用者の方が安心して、この事業、サービスを受けられるようにす

るには、やはり根本的な、人をどう増やしていくか、介護者をどう増やしていくかというよ

うな政策とともに、私は国が頑張らなきゃいけないんじゃないかと、そのように思います。

そこでお伺いするんですが、付議案の２ページ、３項、指定地域密着型サービス事業者は利

用者の人権の擁護、虐待の防止等のために必要な体制の整備を行う、また事業者に対し研修

を実施する等の措置を講じなければならないとあるんですが、これも本当にそのとおりだと

思います、しかし、虐待がどうして起きているのかとか、そこから考えていかないと、幾ら

こういうふうに決めても守れないんじゃないかと思うんですね。この点についての国の指針

とか、そういうものは何か、例えば財政を付けていくとか、あるんでしょうか。

○飛田高齢者福祉課長

虐待の防止に関しましては、国あるいは県の方でも定期的な研修の実施であったり、事業者

さんに対するそういった啓発活動というか、そういった事業は定期的に行われているものと

認識しております。

○京増委員

研修はとても大事だと思うんです。やはり勉強して、虐待はいけない、どうやったら介護を

気持ちよくできるのかとか、いろいろと学ぶことで得るものはあると思います。しかし、や

はり手が足りなければ、ささっとやって、それがもしかしたら言葉の虐待になったりする可

能性もあるわけですから、労働条件とか、そういうことも含めて、ぜひ担当課には考えてい

ただきたいと思います。

それから、３ページなんですけれど、５項です。職場において行われる性的な言動または優

越的な関係を背景とした言動であって、業務上必要かつ相当な範囲を超えたものによって介

護従事者、看護従事者の就業環境が害されることを防止するための明確な措置を講じなけれ

ばならないというようなことがあるんですが、実際にはどのような状況に対してこういうこ

とを加えているのか、お伺いします。

○飛田高齢者福祉課長

具体例につきましては、ちょっとこちらとしても何とも申し上げようがないんですけれども、
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いわゆるセクハラであったりパワハラであったり、そういったものの抑止のための条文であ

るというふうに考えております。

○京増委員

私もそう思います。

それで、職場において行われるという場合は、もちろん事業所のものと、あとは利用者さん

のところも介護者にとっては、また看護者にとっては職場ですから、両方を考えておられる

のかと思うのですが、その辺はいかがでしょうか。

○飛田高齢者福祉課長

これにつきましては、事業所あるいは訪問であったり、そういった全てのものが網羅されて

いると考えております。

○京増委員

そうであれば、事業所の中ではそういうことは改善できると思うんです。でも、利用者の方

にそういう言動や行為はいけませんと伝えなきゃいけないわけですけれども、その点につい

ての明確な措置というのはどんなふうにしていこうとされているのか、お伺いいたします。

○飛田高齢者福祉課長

すみません、ちょっと答弁になっていないかもしれませんけれども、性的あるいは優越的な

関係を背景とした言動に対する業務上の範囲を超えたものというのは、職場内での、職員間

でのものというふうに考えております。利用者さんに対して何かそういった圧力的なものが

行われた場合には、虐待の方にあたるのかなというふうに考えております。そちらにつきま

しては、同じく、この条例の中で虐待の防止について、規定を設けておりますので、そちら

で対応するというふうに解釈しております。

○京増委員

虐待ということは、利用者さんに対してということですよね。そうではなくて、訪問する職

員が結構、いろいろ無理なことを言われたり、またされたりすることがあるんです。そうい

うことはお聞きしていると思うんですけれども、働いている方が虐待する、それはやはり研

修とか、余力を付けていくことで防げると思うんです。ただ、訪問先とかで遭った場合、そ

れを考えていかないと、もう本当に働くのが嫌だということになっているわけです。

○飛田高齢者福祉課長

すみません。私の方の解釈がちょっとずれておりました。利用者の人が職員に対して、そう

いった性的な言動あるいは威圧的な言動ということでしょうかね。

それに関しましては、この条例の中では、そこに関しては規定しておりません。あくまでも

事業所の基準に関する条例でございますので、委員のおっしゃる内容につきましては、この

条例の中には含まれておりません。

○京増委員

事業者さん、どうするのかなという思いがあったんですが、これは本当に働く人にとっては

大変なことだと思います。
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次に、業務継続計画の策定等なんですけれど、感染症や非常災害の発生時の業務継続計画と

いうのは、私は非常に重要だと思います。令和元年度の台風被害とか、今回の新型コロナウ

イルス感染症による非常事態宣言、様々な状況があるわけなんですが、例えば、こういうと

きに継続的な計画の策定というのは大変難しいと思うんですが、具体的にはどのような指導

をされるのかなと思いますが。

○加藤委員長

質疑中にすみませんが、どなたか、携帯電話から音が出ておりますので、着信音を切るか、

電源を落とすようにお願いいたします。

○飛田高齢者福祉課長

業務継続計画につきましては、当然、災害が発生してから、さあどうしよう、計画を作ろう

というのでは当然間に合いませんので、日頃から、災害が発生した場合を想定して、あるい

は感染症が発生した場合を想定して、どういうふうに行動を取るか、事業を継続させていく

かというのを事前に策定しておくべきものと考えております。

また、具体的な計画策定の指針であったりとか、もしそういったものが国あるいは県の方か

ら示されたときには、遅滞なく事業者の方にお伝えして、こちらとしても周知を図ってまい

りたいと考えております。

○加藤委員長

ほかに質疑はありませんか。

○山口委員

若干質問させていただきますが、事業者に対しての義務項目が追加されたということで認識

しておりますが、令和６年までにそういった形に移行してくださいねという事業者に対して

の形になりますが、例えばこれが、令和６年以降もそうなんですが、義務をやっていない可

能性がある事業者も多分、当然出てくるだろうなと思います。義務になっているんだけれど

も、やっていない事業者が出た際には、様々な壁ができるというか、通常の運営ができない

ような形になるんでしょうか。その辺を確認したいと思います。

○飛田高齢者福祉課長

令和６年３月３１日までは、しなければいけないのではなくて、するように努めるものとす

るという状況になっておりますが、４月１日になったらマストになるわけなんですが、そこ

に移行する段階で義務化ができない状況の事業者があるのか、ないのか、その辺につきまし

ては、ちょっと今の段階では何とも申し上げられませんけれども、定期的な事業者に対する

指導の中で、もしそういった計画どおりに行っていないところがあれば、相談に乗るなり、

指導するなり、きめ細やかに対応していきたいというふうに考えています。

○山口委員

今回の条例改正については、やはり時代に沿った形で、必要な条例の改正なんじゃないかな

と思います。特に、先ほど虐待の話も出ましたけれども、もちろん介護職員が虐待というも

のをすると同時に、業務を行う上で、虐待の疑いがあるんじゃないかというところも、多分、
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職員であれば察知できることにつながると思いますので、こういった義務化ということで、

事業者の努力によって、しっかりとした知識、研修を行って、よりよい介護サービスができ

るように、今後とも市としても指導していただきたいと思います。よろしくお願いします。

○小髙委員

災害発生時における業務の継続ですかね、災害対策なんですかね、５９条の１５、地域住民

の参加が得られるよう、連携に努めなければならないと。かなり事業所としてはハードルが

高くなってしまうのかなと思うんですけど、具体的にどういう在り方を指導するつもりなの

か、お伺いいたします。資料の２０ページですね。

○飛田高齢者福祉課長

災害発生時の対応について、地域住民との連携というお話ですけれども、こちらにつきまし

ては、日頃の区長あるいは区との連携推進会議の中でも取り上げさせていただいて、その地

域にある事業所と区が、いざというときに協力し合って災害対応が図れるような枠組みづく

りというか、土壌づくりというか、そういったものについて、行政としても取り組んでいき

たいというふうに思います。

○小髙委員

一般的に考えて、そこに住んでいる方々の共助の面だと思うんですね。今言ったように市民

協働推進課、また今まで、ここで条例化されないと、住民意識も、あそこに事業所があるぐ

らいの感覚が比較的強いのかなと思います。区長は毎年代わっちゃうので、なかなか認識で

きないうちに、また次の人に代わっちゃったりするんですけど、多分、担当課を越えてお話

ししていって、災害時に備える必要が十分あるのかなと思います。その辺でどういう形が望

ましいのかは課題だと思いますけど、命を守るために、しっかり対応していただきたいと思

います。

以上です。

○加藤委員長

ほかに質疑はありませんか。

○京増委員

４ページのテレビ電話装置等のことでお伺いします。

テレビ電話等の装置により、感染症の予防及び蔓延防止対策を活用できるとしています。有

効な対策だと思います。これについては、やはり今後何があるか分からないということで、

早急に装置が使えるような方向が必要と思うんですが、この点については何か、例えば八街

市としてはお考えがあるんでしょうか。

○飛田高齢者福祉課長

こういったテレビ電話装置を使った事業の推進につきまして、八街市が今現在こういった形

で推進、後押しといったような施策は今のところございません。

○京増委員

何年も待たないで、いつ何があるか分からないわけですから、コロナ以外の感染症も起きる
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かもしれませんし、テレビ電話で対応できるというふうなことを、私は政策としてもお願い

しておきたいと思います。

次に、６ページというか、前の大きな４番のところからありまして、事業者が１から１２ま

であります。その中で、すみません、（３）指定特定施設ということについて、ちょっとご

説明をお願いします。

○加藤委員長

京増委員、これは指定特定施設の何を聞きたいんですか。

○京増委員

指定特定施設という内容、どういうものなのかを説明願います。

○飛田高齢者福祉課長

例えば、介護付きの有料老人ホームなどがこの中に含まれます。

○京増委員

すると、１２番の介護医療院については八街市にはないと思うんですが、ほかにも八街市に

はない施設があるんでしょうか。

○加藤委員長

京増委員、１から１２の中で八街市には存在しない施設、項目があるかということですね。

○京増委員

そうです。

○飛田高齢者福祉課長

失礼いたしました。八街市では現在、（８）指定看護小規模多機能型居宅介護事業所という

のはございません。

○加藤委員長

ほかに質疑はありませんか。

○京増委員

それでは、１２ページなんですが、大きい３番です。

過疎地域その他、これに類する地域においてと、いろいろ書いてあるんですが、市が認めた

場合に登録定員、通いサービスや合宿サービス等の利用定員を超えて介護の提供ができるよ

うにするとあるんですが、八街は該当しないと思うんですが、まず該当するのか、しないの

か、お伺いします。

○飛田高齢者福祉課長

条例上はうたっておりますけれども、八街市では今のところ該当しないというふうに考えて

おります。

○京増委員

八街市にはないということで。

それで、災害や感染症の予防などについて、今いろいろ問題になっているんですが、いろい

ろあったとしても、定員を超えてサービスを提供するというのは、密になるということから
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も、私はおかしいのではないかと。どこまでも利用者の安全を考えた条例にしていく必要が

あると思うんですが、この点についてはいかがですか。

○加藤委員長

それは何ページですか。

○京増委員

１２ページ。

○加藤委員長

１２ページですか。

○飛田高齢者福祉課長

この規定につきましては、やはり非常時における定員を超えてのサービス提供ということで、

程度はあるかと思うんですけれども、できるだけ通常の事業の中で、定員の中で対応してい

ただくと。ただ、それができない場合には暫定的に、一時的に可能とする規定というところ

で考えております。

○加藤委員長

ほかに質疑はありませんか。

○京増委員

１４ページなんですが、大きい４のところで。

○加藤委員長

幾つですか、何条ですか。

○京増委員

上から９から１０行目です。介護支援専門員である計画作成担当者に代えて、厚生労働大臣

が定める研修を修了している者を置くとあるんですが、どのような研修を終わった方が代わ

ることができるのか、お伺いします。

○飛田高齢者福祉課長

申し訳ございません。厚生労働大臣が定める研修というものにつきましては、ちょっと把握

できておりません。すみません。

○加藤委員長

これは後ほどの答弁という形でできますか。

○飛田高齢者福祉課長

ちょっと調べさせていただいて、後ほどお答えさせていただきます。

○加藤委員長

分かりました。

ほかに質疑はありませんか。

○京増委員

１８ページ、口腔衛生の管理について、お伺いします。

○加藤委員長
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何条とか、そういうのをお願いします。

○京増委員

上から２番目に、口腔衛生の管理とあります。

○加藤委員長

１６３条の３ですね。

○京増委員

はい。そうですね。

その前は栄養管理のことなんですけれど、栄養管理は栄養士さんが行うと思いますが、口腔

衛生の管理は誰か専門の方が行うのか、それともどうなのか、お伺いします。

○飛田高齢者福祉課長

口腔衛生管理につきましては、歯科衛生士が対応するような形になろうかなというふうに考

えております。

○加藤委員長

ほかに質疑はありませんか。

○京増委員

２０ページ、真ん中よりちょっと下で、電磁的記録等の第２０４条ですが、書面に代えて、

当該書面に係る電磁的記録ができるというふうになるわけですが、既にこういうことをやっ

ているということはないんでしょうね、できるということですから、これからやっていくと

いうことだと思うんですが、まずそのことについてお伺いします。

○飛田高齢者福祉課長

現時点では基本的に紙でのやり取りというふうになっております。これを電磁的記録、いわ

ゆる電子データという形でのやり取りができるような形に変えるというものでございます。

○山口委員

先ほどの答弁をちょっと確認させていただきたいんですけど、歯科衛生士が研修を行うとい

うことなんですが、利用者に対して行うわけじゃなくて、介護職員とか、そういった方々に

研修をその方が行うということですか。ちょっと確認させていただきます。それでよろしい

んですよね。

○飛田高齢者福祉課長

これは利用者に対する口腔衛生管理。

入所者の口腔衛生の管理ということですので、利用者さんに対する口腔衛生ということで認

識しております。

○山口委員

後で、その辺は確認してください。多分、職員に対して研修を行って、それを利用者さんに

対して行う形だと、私は認識しているんですが、その辺は確認してください。

○飛田高齢者福祉課長

大変失礼いたしました。委員のおっしゃるとおりです。こちらの認識が違っておりました。
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失礼いたしました。

○加藤委員長

ほかに質疑はありませんか。

○京増委員

はい。

○加藤委員長

整理して、ページと、何行目かをきちんと言ってください。

○京増委員

はい。２２ページ、６番の下から８行目から９行目、ユニットの定員に係る経過措置なんで

すが、私は何回も読んだんですけど、ちょっと意味がよく分からないので、説明をお願いし

たいんですが、下から４行目ですね、ユニット型の指定地域密着型介護老人福祉施設におけ

る夜間及びと書いてあるんですが、すみません、６全体なんですけれど、入居定員が１０人

を超えるユニットを整備する場合に。

○加藤委員長

何を聞きたいのか、きちんとはっきりしてください。

○京増委員

はい。ユニットの定員に係る経過措置についてなんですけれども、職員の配置について、実

態を勘案して配置するように努めるものとしているんですが、実際にはどうなっているのか

なというのがちょっと分からなくて、そこのところの説明をお願いします。

○加藤委員長

京増委員、もう一回質問をきちんと整理してください。

ここで１０分間の休憩をいたします。

（休憩 午前１０時５８分）

（再開 午前１１時０８分）

○加藤委員長

再開します。

休憩前に引き続き、会議を開きます。

質疑はありませんか。

○京増委員

先ほどは失礼いたしました。

２２ページのユニットの定員に係る経過措置なんですが、説明書は５５ページになります。

今度の条例改正では、ユニットの入居定員は原則として概ね１０人以下として１５人を超え

ないものとするということで、規制緩和になります。それにあたって居室の床面積は広げる

わけですけれども、介護職員については何の規定もありません。これでは入所者の安全を守

れないだろうと思うんですが、その点についての条例を作る際にあたっての担当のお考えは

どうだったんでしょうか。
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○飛田高齢者福祉課長

概ね１ユニットに対して１人の職員を付けるということになっておりますので、その点につ

きましては変更がないということになりますので、１０人までとしていたものが１５人まで

許容されるということになれば、そこに対して１名の職員が対応するというような形になろ

うかと思います。

○京増委員

認知症の方々の入居ももちろん想定されていますよね。認知症の方のお世話は、本当に何が

あるか分からない場合が結構あるんですよ。今までは１０人以下というふうに言っていたの

に１５人にする、職員は増やさないということでは、私は入居者の安全は守れないと思いま

す。私も、ほんの少しの間でしたけれど、介護職を経験したことがありますけれど、安全を

守るということがどれほど神経をすり減らすか、これを読んで、本当にどうなるんだろうと

心配になりましたので、条例を作っていく際については、そこもぜひ考えておいていただき

たいなと、要望しておきたいと思います。

○加藤委員長

ほかに質疑はありませんか。

（「なし」と呼ぶ者あり）

○加藤委員長

質疑がなければ、これで質疑を終了します。

これから討論を行います。討論はありませんか。

（「なし」と呼ぶ者あり）

○加藤委員長

討論がなければ、これで討論を終了します。

これから議案第２１号、八街市指定地域密着型サービス基準条例の一部を改正する条例の制

定についてを採決します。

この議案は原案のとおり決定することに賛成の委員の起立を求めます。

（起 立 全 員）

○加藤委員長

起立全員です。議案第２１号は原案のとおり可決されました。

議案第２２号、八街市指定地域密着型介護予防サービス基準条例の一部を改正する条例の制

定についてを議題とします。

この議案は朗読を省略して、直ちに提案者の説明を求めます。

○飛田高齢者福祉課長

それでは、議案第２２号、八街市指定地域密着型介護予防サービス基準条例の一部を改正す

る条例の制定について、ご説明いたします。

追加議案の２４ページから、追加議案説明資料は６４ページからになります。

この条例は、議案第２１号と同じく、令和３年１月２５日付、令和３年厚生労働省令第９号
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の公布に伴い、本市の関係条例について、所要の改正を行うものでございます。

改正内容につきましても、議案第２１号と同様に、厚生労働省令に準拠したものとなってお

り、虐待防止、感染症予防、感染症及び災害発生時の業務継続、認知症介護に係る基礎的な

研修の受講、電磁記録の作成保存等、各種義務規定等を追加するものでございます。

この条例の対象となる事業者は、本市指定の地域密着型介護予防サービス事業者でございま

す。

条例の施行日は令和３年４月１日、ただし虐待防止、業務継続計画策定、感染予防及び認知

症に係る研修に関する義務規定につきましては、経過措置として令和６年３月３１日までは

努力義務とするものでございます。

以上で説明を終わります。ご審議のほど、よろしくお願いいたします。

○加藤委員長

以上で説明が終わりましたので、質疑を許します。質疑はありませんか。

（「なし」と呼ぶ者あり）

○加藤委員長

質疑がなければ、これで質疑を終了します。

これから討論を行います。討論はありませんか。

（「なし」と呼ぶ者あり）

○加藤委員長

討論がなければ、これで討論を終了します。

これから議案第２２号、八街市指定地域密着型介護予防サービス基準条例の一部を改正する

条例の制定についてを採決します。

この議案は原案のとおり決定することに賛成の委員の起立を求めます。

（起 立 全 員）

○加藤委員長

起立全員です。議案第２２号は原案のとおり可決されました。

議案第２３号、八街市指定介護予防支援事業者の指定に関し必要な事項並びに指定介護予防

支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援等に係る介護予防のための効果的な支

援の方法に関する基準を定める条例の一部を改正する条例の制定についてを議題とします。

この議案は朗読を省略して、直ちに提案者の説明を求めます。

○飛田高齢者福祉課長

では、議案第２３号、八街市指定介護予防支援事業者の指定に関し必要な事項並びに指定介

護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援等に係る介護予防のための効果

的な支援の方法に関する基準を定める条例の一部を改正する条例の制定について、ご説明い

たします。

追加議案の３４ページから、追加議案説明資料は９０ページからになります。

この条例は、議案第２１号、第２２号と同じく、令和３年１月２５日付、令和３年厚生労働
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省令第９号の公布に伴い、本市の関係条例について、所要の改正を行うものでございます。

改正内容といたしましても、議案第２１号及び第２２号と同様に、改正厚生労働省令に準拠

したものとなっており、虐待防止、感染症予防、感染症及び災害発生時の業務継続、電磁記

録の作成保存等、各種義務規定等を追加するものでございます。

この条例の対象となる事業者は、本市指定の介護予防支援事業者でございます。

条例の施行日は令和３年４月１日、ただし虐待防止、業務継続計画策定及び感染予防義務に

つきましては、経過措置として令和６年３月３１日までは努力義務とするものでございます。

以上で説明を終わります。ご審議のほど、よろしくお願いいたします。

○加藤委員長

以上で説明が終わりましたので、質疑を許します。質疑はありませんか。

（「なし」と呼ぶ者あり）

○加藤委員長

質疑がなければ、これで質疑を終了します。

これから討論を行います。討論はありませんか。

（「なし」と呼ぶ者あり）

○加藤委員長

討論がなければ、これで討論を終了します。

これから議案第２３号、八街市指定介護予防支援事業者の指定に関し必要な事項並びに指定

介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援等に係る介護予防のための効

果的な支援の方法に関する基準を定める条例の一部を改正する条例の制定についてを採決し

ます。

この議案は原案のとおり決定することに賛成の委員の起立を求めます。

（起 立 全 員）

○加藤委員長

起立全員です。議案第２３号は原案のとおり可決されました。

議案第２４号、八街市指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準等を定める条

例の一部を改正する条例の制定についてを議題とします。

この議案は朗読を省略して、直ちに提案者の説明を求めます。

○飛田高齢者福祉課長

それでは、議案第２４号、八街市指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準等

を定める条例の一部を改正する条例の制定について、ご説明いたします。

追加議案の３９ページから、追加議案説明資料は９９ページからとなります。

この条例は、議案第２１号から第２３号までと同じく、令和３年１月２５日付、令和３年厚

生労働省令第９号の公布に伴い、本市の関係条例について、所要の改正を行うものでござい

ます。

改正内容につきましても、議案第２１号から第２３号までと同様に、改正厚生労働省令に準
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拠したものとなっており、虐待防止、感染症予防、感染症及び災害発生時の業務継続、電磁

記録の作成保存等、各種義務規定等を追加するものでございます。

この条例の対象となる事業者は、本市指定の居宅介護支援事業者でございます。

条例の施行日は令和３年４月１日、ただし虐待防止、業務継続計画策定及び感染予防義務に

つきましては、経過措置として令和６年３月３１日までは努力義務とするものでございます。

以上で説明を終わります。ご審議のほど、よろしくお願いいたします。

○加藤委員長

以上で説明が終わりましたので、質疑を許します。質疑はありませんか。

（「なし」と呼ぶ者あり）

○加藤委員長

質疑がなければ、これで質疑を終了します。

これから討論を行います。討論はありませんか。

（「なし」と呼ぶ者あり）

○加藤委員長

討論がなければ、これで討論を終了します。

これから議案第２４号、八街市指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準等を

定める条例の一部を改正する条例の制定についてを採決します。

この議案は原案のとおり決定することに賛成の委員の起立を求めます。

（起 立 全 員）

○加藤委員長

起立全員です。議案第２４号は原案のとおり可決されました。

議案第９号、令和２年度八街市一般会計補正予算中、当委員会付託分についてを議題としま

す。

お諮りします。審査の方法は款ごとに審査したいと思います。ご異議ありませんか。

（「異議なし」と呼ぶ者あり）

○加藤委員長

異議なしと認めます。審査の方法は款ごとに審査することに決定しました。

最初に、歳出２款総務費の内１項１０目及び３項について、提案者の説明を求めます。

○古内市民協働推進課長

それでは、２款総務費、１項総務管理費、１０目協働のまちづくり推進費について、ご説明

いたします。

補正予算書１９ページをご覧ください。

補正前の額から６４８万円を減額し、２千２４４万４千円にしようとするものでございます。

説明欄をご覧ください。

これは、全額、地区コミュニティ推進費、１８節負担金補助及び交付金で、令和元年台風第

１５号、第１９号及び同年１０月２５日の大雨の際に被災した集会施設等の再建費用の一部
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を補助するために創設した、地域コミュニティ施設等再建支援事業補助金の支出見込額が確

定いたしましたので、減額するものでございます。

なお、本制度は西林区の真木山町内会集会所、吉倉区の吉倉公民館、七区集会所、四木区の

四木第１町内会集会所及び四木第４町内会集会所の５施設の修繕に活用され、補助金の支出

総額は１０２万円となっております。

以上で説明を終わります。

○春日市民課長

続きまして、戸籍住民基本台帳費について、ご説明いたします。

補正予算書の２０ページ、２１ページをご覧ください。

２款総務費、３項戸籍住民基本台帳費、１目戸籍住民基本台帳費、補正前の額から１０７万

３千円を減額し、補正後の額を１億８千１０９万７千円とするものです。

説明欄をご覧ください。

一般職人件費のうち職員手当４０万円の増は、外国人住民に関わる事務等の増加に伴う時間

外手当の増額補正です。

次に、社会保障・税番号制度関連事務費１４７万３千円の減は、１１節役務費のうちマイナ

ンバーカードの交付促進のため計画していた出張申請、申請時来庁方式等に必要な郵送料が

新型コロナウイルス感染症の流行により事業目標の件数に満たなかったため、減額するもの

でございます。

以上で説明を終わります。ご審議のほど、よろしくお願いいたします。

○加藤委員長

以上で説明が終わりましたので、質疑を許します。質疑はありませんか。

（「なし」と呼ぶ者あり）

○加藤委員長

質疑がなければ、これで質疑を終了します。

次に、歳出３款民生費について、提案者の説明を求めます。説明は補正予算書の項目順にお

願いします。

○堀越社会福祉課長

それでは、３款民生費について、ご説明いたします。

補正予算書の２１、２２ページをご覧ください。

１項社会福祉費、１目社会福祉総務費につきましては、補正前の額から３千３６７万３千円

を減額し、補正後の額を１億３千２６１万５千円にしようとするものです。

説明欄をご覧ください。

民生委員関係費１８万円の減額は、民生委員の人数の確定による減額でございます。

次に、社会を明るくする運動運営費１１万円の減額は、事業確定に伴う消耗品費及び手数料

の減額でございます。

次に、生活困窮者自立支援事業費３千３３８万３千円の減額につきましては、１９節扶助費、
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住居確保給付金で、新型コロナウイルス感染症の影響により、生活に困窮している市民から

の相談件数や住居確保給付金の申請状況から予算に残額が見込まれるため、減額補正を行う

ものでございます。

○高山障がい福祉課長

続きまして、同じく２２ページ、３目障がい者福祉費について、ご説明いたします。

補正前の額から４千３５３万１千円を減額し、補正後の額を２０億５千７６３万２千円にし

ようとするものです。

説明欄にて、ご説明いたします。

障害者自立支援給付事業費４千２０３万１千円の減額は、１９節扶助費、障害児通所給付費

について、今年度支給見込額が確定したことによる減額でございます。

地域生活支援事業費１５０万円の減額は、１９節扶助費、ねたきり身体障害者入浴サービス

費について、今年度支給見込額が確定したことによる減額でございます。

以上でございます。

○飛田高齢者福祉課長

続きまして、５目老人福祉費について、ご説明いたします。

補正前の額から１千３０２万６千円を減額し、補正後の額を１０億１千８２０万８千円にし

ようとするものでございます。

説明欄をご覧ください。

一般職人件費３０万円の減は、３節職員手当等の減で、時間外手当の減額補正でございます。

在宅老人援護対策費１千４１８万１千円の減は、１９節扶助費中はり、きゅう、マッサージ

等施設利用助成費１３５万１千円の減、及び高齢者外出支援タクシー利用助成費１千２８３

万円の減で、共に利用者数が当初の見込みを下回ったことによる減額補正でございます。

２３ページをご覧ください。

緊急通報装置設置管理事業費２４０万９千円の減は、緊急通報装置の設置数が当初の見込み

を下回ったことによる減額補正でございます。

敬老事業費３５万円の減は、全額、１００歳高齢者祝金の減額補正でございます。

後期高齢者医療特別会計繰出金４２１万４千円の増額につきましては、事業費繰出金として

１２９万９千円の増額、保険基盤安定繰出金として２９１万５千円の増額をするものでござ

います。このうち、低所得者等の負担軽減を図る保険基盤安定負担金につきましては、前年

度実績より１千５２２万４千円増の１億４千８０３万９千５７２円の交付が確定しており、

６９．３パーセントの方が保険基盤安定負担金算定上の軽減対象となっております。

続きまして、６目老人福祉施設費について、ご説明いたします。

補正前の額から１０万円を減額し、補正後の額を２億８千５３万３千円にしようとするもの

でございます。

説明欄をご覧ください。

一般職人件費１０万円の減は、３節職員手当等の減で、老人福祉センター職員の時間外手当
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の減額補正でございます。

続きまして、７目介護保険費について、ご説明いたします。

補正前の額から８０万円を減額し、補正後の額を８億６千９６３万３千円にしようとするも

のでございます。

説明欄をご覧ください。

一般職人件費８０万円の減は、３節職員手当の減で、時間外手当の減額補正でございます。

○石井国保年金課長

続きまして、８目国民健康保険費について、ご説明いたします。

補正前の額から３７６万４千円を増額し、補正後の額を６億３千５８６万２千円にしようと

するものでございます。

一般職人件費２０万円の増額は、国民健康保険担当職員の時間外手当増額によるものでござ

います。

次に、国民健康保険特別会計繰出金３５６万４千円の増額につきましては、国民健康保険基

盤安定繰出金を増額するものでございます。低所得者等の負担軽減を図る国民健康保険基盤

安定負担金につきましては、前年度実績より３５６万３千円増の４億８千２７万８千１７０

円の交付が決定したことによるもので、５４．３パーセントの世帯が保険基盤安定負担金算

定上の軽減対象となっております。

○田中子育て支援課長

続きまして、２項児童福祉費について、ご説明いたします。

補正予算書は２４ページをご覧ください。

１目児童福祉総務費につきましては、補正前の額に６２９万４千円を追加し、補正後の額を

４億４千２７６万５千円にしようとするものです。

説明欄にてご説明いたします。

一般職人件費５０万円の増額につきましては、一般職職員の時間外手当の増額補正でござい

ます。

児童福祉総務費７３９万３千円の増額につきましては、令和元年度子ども・子育て支援交付

金の額が確定したことによる、国、県への返還金でございます。

子育てのための施設等利用給付事業費１５９万９千円の減額につきましては、一時預かり事

業及び認可外保育施設利用給付事業の支出見込額の確定による２４７万２千円の減額、令和

元年度分の子育てのための施設等利用給付事業費の額が確定したことによる、国、県への返

還金８７万３千円の増額補正でございます。

補正予算書は２５ページになります。

２目児童措置費につきましては、補正前の額から４千７６１万円を減額し、補正後の額を８

億６千５９万７千円にしようとするものです。

説明欄にてご説明いたします。

児童手当支給費４千７６１万円の減額につきましては、児童手当の支給見込額の確定により
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減額補正するものでございます。

５目保育園費につきましては、補正前の額から２千８０２万円を減額し、補正後の額を１５

億９千４８万４千円にしようとするものです。

説明欄をご覧ください。

一般職人件費５０万円の減額につきましては、全額、３節職員手当等の減額補正でございま

す。

保育園管理費１千万円の減額につきましては、１２節委託料で保育士派遣業務の支出見込額

が確定したことによる減額補正でございます。

私立認定こども園運営費補助事業費５９万９千円の増額につきましては、１８節負担金補助

及び交付金で、認定こども園新制度に移行した幼稚園への施設型給付費負担金４９万７千円

の増額、２２節償還金利子及び割引料で、令和元年度の子どものための教育・保育給付費地

方単独負担金の額の確定に伴う県への返還金１０万２千円の増額補正でございます。

家庭的保育事業等運営委託事業費１千８１１万９千円の減額につきましては、小規模保育事

業所Ａ型２園に対する運営費、及び特別保育に係る給付費負担金の見込額の確定に伴う減額

補正でございます。

○醍醐つくし園長

続きまして、６目マザーズホーム費について、ご説明いたします。

２５ページをご覧ください。

事業費の補正はありませんが、児童発達支援事業費収入の減額に伴うもので、財源内訳につ

いて、２４３万４千円を特定財源から一般財源に財源組替えをしようとするものです。

○堀越社会福祉課長

続きまして、補正予算書２６ページをご覧ください。

３項生活保護費、１目生活保護総務費につきましては、補正前の額から１９０万２千円を減

額し、補正後の額を１億１千２５６万円にしようとするものです。

説明欄をご覧ください。

生活保護総務費１９０万２千円の減額は、１２節委託料で医療扶助適正化等支援業務委託料

確定に伴う減額でございます。

続きまして、４項災害救助費、１目災害救助費につきましては、２１万９千円を増額しよう

とするものです。

説明欄をご覧ください。

災害救助費２１万９千円は、２２節償還金利子及び割引料で、令和元年度事業の確定に伴い、

県支出金を返還する必要が生じたものでございます。

以上で、３款民生費の説明を終わります。ご審議のほど、よろしくお願いいたします。

○加藤委員長

以上で説明が終わりましたので、質疑を許します。質疑はありませんか。

○栗林委員
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大変すみません。民生費の３款。

○加藤委員長

ページを言ってください。

○栗林委員

はい。２２ページ、３目の障害者福祉費に関してなんですけれども、扶助費、ねたきり身体

障害者入浴サービス費に関してなんですが、コロナ等もありまして、多分サービスを利用さ

れる方等は減少したと思われるんですけれども、逆に、コロナ等でも必要なサービスと私は

考えているんですけれども、実際の利用者数をお聞かせください。

○高山障がい福祉課長

こちらのねたきり身体障害者入浴サービスをご利用されている方は、現在は大人の方が２人、

子どもが２人です。コロナということではなく、当初予算４人分で週２回の利用を見込んで

おりましたけれども、週１回の利用を希望された方が、大人の方が２名いらっしゃったこと

によって、減額補正させていただくところです。

○栗林委員

分かりました。

同じく、２２ページの中の生活困窮者自立支援の中なんですけれども、住宅確保給付金なん

ですが、実際の申請数等が少なくて減額ということなんですけれども、申請者数と受給者数

をお知らせください。

○堀越社会福祉課長

住居確保給付金につきましては、１２月末現在で７４件の申請でございます。同じく１２月

末現在ですが、支給決定件数といたしましては６５件となってございます。

○加藤委員長

ほかに質疑はありませんか。

○小菅委員

予算書２１ページです。社会福祉総務費の中で報償費、民生委員・児童委員の人数の確定に

よる減額ということでございました。現在、定員数に対して何名足りていないのか、教えて

いただきたいと思います。

○堀越社会福祉課長

民生委員の定数につきましては９４名でございます。また、実人数といたしましては９１人

となっております。

○小菅委員

３名の定員割れということでございますが、民生委員は地域にかなり密着されて活動されて

いて、いろいろ協力していただいているところでございますけれども、３人減っているとい

うことで、ほかの民生委員に仕事が回っていくような状況だと思いますけれども、定員が３

人減っているということで、ほかの民生委員に対して仕事を回してもらう、その３人分の。

そうすると、また仕事量が増えていくという状況だと思いますけれども、募集をかける時点
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において、仕事量がまた増えていっているような状況ですので、その辺を執行部の方ではど

のようにお考えか、お伺いいたします。

○堀越社会福祉課長

現在、まだ民生委員については審査中のところもございますが、４月１日付で２名の方にお

願いできるような形で進めております。

○加藤委員長

ほかに質疑は。

○京増委員

それでは、２３ページから２４ページの国保の繰出金について、お伺いします。

３５６万４千円の繰出金なんですが、低所得者への保険税軽減なわけですが、今の状況の中

ではやはり軽減策が必要なんだろうと思うんですが、どのぐらいの方を見込んでいるのか、

お伺いします。

○石井国保年金課長

決定額ということになるんですが、令和２年度の決定額ということで、全体で６千６５１世

帯、７割軽減が３千４９３世帯、５割軽減が１千６７３世帯、２割軽減が１千４８５世帯と

なっております。

○京増委員

毎年なんですが、７割軽減が本当に増えてきているわけですけれど、７割軽減は令和２年度、

何世帯ぐらい増えたのでしょうか。

○石井国保年金課長

令和元年度が３千４５９件、令和２年度が３千４９３件ですので、３４件の増となっており

ます。

○京増委員

コロナ禍によって、会社勤めをされていた方が失業されて、国保に加入された方もいらっ

しゃると思うんですが、どのぐらい国保に加入される方が増えたか、分かりますか。

○加藤委員長

ちょっとすみません。議案に沿ってやってください。

ほかに質疑はありませんか。

○京増委員

それでは２５ページ、次のページなんですけど、保育士派遣業務で１千万円の減額なんです

が、保育士は最初の計画よりもどうだったのか、計画を達成できたのかどうか、お伺いしま

す。

○田中子育て支援課長

派遣につきましては、保育士６名、また看護師３名で予算要望しておりまして、保育士につ

きましては、２か月ほど遅れましたが、全員確保できた状況でございます。

○加藤委員長
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ほかに質疑はありませんか。

（「なし」と呼ぶ者あり）

○加藤委員長

質疑がなければ、これで質疑を終了します。

会議中ですが、昼食のため休憩します。午後は１時１０分から再開します。再開後は、４款

衛生費の内１項１目から３目、９款教育費、第２表繰越明許費補正１追加の内２款総務費の

審査を行います。よろしくお願いします。

（休憩 午前１１時４５分）

（再開 午後 １時０９分）

○加藤委員長

再開します。

飛田高齢者福祉課長より発言を求められておりますので、これを許します。

○飛田高齢者福祉課長

それでは、午前中の議案第２１号について、ご審議いただく中で、京増委員からのご質問で

お答えできなかった部分について、お答えいたします。

追加の付議案の１４ページの上から１０行目のところに書かれております、厚生労働大臣が

定める研修とは、というご質問でしたけれども、こちらにつきましては、国または県が指定

する所定の認知症に係る研修ということでございます。こちらを修了しているものを置くこ

とができるという規定になっております。

○加藤委員長

次に、田中子育て支援課長より発言を求められておりますので、これを許可します。

○田中子育て支援課長

先ほど京増委員の方からご質問のありました補正予算の２５ページ、保育園管理費の中で、

派遣保育士の確保ということで、６名中１名が２か月遅れの雇用ということで答弁いたしま

したが、７月１日からの雇用でしたので、３か月遅れに訂正させていただきます。

○加藤委員長

次に、歳出４款衛生費の内１項１目から３目について、提案者の説明を求めます。

○小山田健康増進課長

それでは、補正予算書２６ページをご覧ください。

４款衛生費、１項保健衛生費中、１目保健衛生総務費から３目母子保健費について、ご説明

いたします。

１目保健衛生総務費は補正前の額に３６２万７千円を増額し、補正後の額を１億９千７０８

万８千円とするものでございます。

説明欄をご覧ください。

一般職人件費、一般職職員手当９０万円については、健康増進課職員の時間外手当の増額で

ございます。
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保健衛生総務費、１８節印旛支部小児初期急病診療所負担金４０８万４千円の増。

続いて、２７ページをご覧ください。

成田市急病診療所負担金９９万７千円の増は、いずれも、コロナ禍による受診者数の減少が

歳入歳出の差引額の増加につながったため、負担金額の増額になったものでございます。

次に、病院医療機器整備事業補助金２３５万４千円の減は、成田赤十字病院の医療機器整備

費について、本年度は県補助事業として採択されたため、成田赤十字病院より市町村に対す

る補助金交付申請を辞退するとの申出があったことにより、予算を減額しようとするもので

ございます。

２目予防費は、補正前の額に３９万１千円を増額し、補正後の額を６億２千７１９万１千円

とするものでございます。

説明欄をご覧ください。

風しんの追加的対策事業費３９万１千円の増は、令和元年度の感染症予防事業費等国庫負担

金に返還金が生じたため、増額しようとするものでございます。

３目母子保健費は、補正前の額から１千４１万６千円を減額し、補正後の額を２億７千８８

３万９千円とするものでございます。

説明欄をご覧ください。

母子保健指導事業費４１万６千円の減は、２歳児歯科健康診査１２回分と、口腔衛生普及活

動としまして、よい歯のコンクール審査１回の歯科医師への報酬が、コロナの影響により実

施できなかったため、減額しようとするものでございます。

次に、高校生等医療費助成事業費１千万円の減は、当初積算した件数ほど申請が伸びていな

いため、減額しようとするものでございます。

以上で説明を終わります。ご審議のほど、よろしくお願いいたします。

○加藤委員長

以上で説明が終わりましたので、質疑を許します。

○栗林委員

３目の母子保健費の中の高校生の医療費の分なんですが、当初の予定人数よりも申請人数が

少なかったということなんですが、実際の申請人数というか、該当人数の方をお知らせくだ

さい。

○小山田健康増進課長

本年８月からの医療費助成ということでスタートさせていただいております。今現在、３月

までの見込みを含めまして、６３１件を見込んでおります。２月までの実績を申し上げます

と、２８３件でございます。

○加藤委員長

ほかに質疑はありませんか。

（「なし」と呼ぶ者あり）

○加藤委員長
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質疑がなければ、これで質疑を終了します。

次に、歳出９款教育費について、提案者の説明を求めます。説明は補正予算書の項目順にお

願いします。

○井口教育総務課長

それでは、歳出９款教育費について、ご説明いたします。

補正予算書の３３ページをご覧ください。

９款教育費、１項教育総務費、２目事務局費につきましては、補正前の額に４０万円を増額

し、補正後の額を３億２千２９８万６千円にしようとするものでございます。

説明欄をご覧ください。

一般職人件費４０万円の増額は、新型コロナウイルス感染症対策の実施に伴う業務量の増加

により時間外勤務手当に不足が見込まれるため、職員手当等を増額するものでございます。

○鈴木教育委員会参事

次に、３目教育指導諸費につきましては、補正前の額から３２万１千円を減額し、補正後の

額を４千７１０万１千円にしようとするものです。

説明欄をご覧ください。

教育指導諸費、１節報酬１０万１千円の減額については、新型コロナウイルス感染症拡大防

止による就学区域審議会委員会議の中止に伴う審議会委員報酬の減額です。

育て八街っ子推進事業費、１３節使用料及び賃借料２２万円の減額につきましては、新型コ

ロナウイルス感染症拡大防止による学区内交流行事の中止に伴うバス借上料４台分の減額で

ございます。

○井口教育総務課長

３４ページをご覧ください。

続きまして、２項小学校費、１目学校管理費につきましては、交進小学校浄化槽更新事業に

係る地方債の借入れに伴い、財源の組替えを行うものでございます。

○鈴木教育委員会参事

２目教育振興費につきましては、補正前の額から１１４万円を減額し、補正後の額を５億３

千８１８万７千円にしようとするものです。

なお、ＩＣＴを活用した学習支援事業費補助金９９万円を歳入するため、併せて一般財源と

県支出金の財源の組替えを行うものでございます。

説明欄をご覧ください。

小学校教育振興費、１３節使用料及び賃借料１１４万円の減額につきましては、新型コロナ

ウイルス感染症拡大防止により、各種行事が中止となったことによるバス借上料１９台分の

減額です。

３項中学校費、２目教育振興費につきましては、補正前の額から３１９万１千円を減額し、

補正後の額を３億１千９４０万５千円にしようとするものです。

説明欄をご覧ください。
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中学校教育振興費、１０節需用費、消耗品費１１９万１千円の減額につきましては、教師用

デジタル教科書、英語の１年生から３年生分が学校保健特別対策事業費の補助対象となった

ことによる減額でございます。

中学校生徒援助奨励費、１９節扶助費２００万円の減額につきましては、特別支援教育就学

奨励費が当初の見込額を下回ったための減額でございます。

○井口教育総務課長

続きまして、３目学校建設費につきましては、補正前の額から３千８９５万１千円を減額し、

補正後の額を１億１千５２２万９千円にしようとするものでございます。

説明欄をご覧ください。

中学校施設改修事業費３千８９５万１千円の減額は、八街南中学校体育館の非構造部材の耐

震改修工事に係る工事費確定に伴い、不用額を減額するものでございます。

○田中子育て支援課長

続きまして、４項幼稚園費について、ご説明いたします。

補正予算書３５ページをご覧ください。

１目幼稚園費につきましては、補正前の額から５６１万２千円を減額し、補正後の額を１億

８千４４２万５千円にしようとするものです。

説明欄にてご説明いたします。

子育てのための施設等利用給付事業費５６１万２千円の減額は、未移行の私立幼稚園を利用

した場合の預かり保育及び実費徴収に係る補足給付事業の給付見込額の確定に伴う減額補正

でございます。

○小川社会教育課長

続きまして、５項社会教育費、１目社会教育総務費につきまして、ご説明いたします。

補正前の額から２７万２千円を減額し、補正後の額を１億１千１１１万７千円にしようとす

るものでございます。

説明欄をご覧ください。

社会教育振興費、１節報酬、社会教育委員の報酬で、新型コロナウイルス感染症拡大防止の

ための開催回数の減によるものでございます。

次に、２目公民館費について、ご説明いたします。

補正前の額から１１４万２千円を減額し、補正後の額を８千９０３万４千円にしようとする

ものでございます。

説明欄をご覧ください。

中央公民館管理運営費１１４万２千円の減額は、７節報償費、講師謝礼で、１０月以降に予

定しておりました後期分の主催学習講座が新型コロナウイルス感染症拡大防止のための中止

による減でございます。

次に、１２節委託料６９万円の減額は、館内の清掃業務、グランドピアノ保守点検業務、５

時１５分から午後９時１５分まで委託している夜間管理業務が、緊急事態宣言が発令され臨
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時休館になったことでの見直しによる減でございます。

次に、１３節使用料及び賃借料１０万円の減は、バスを使用して実施する予定でありました

主催学習講座の中止による減でございます。

３６ページをご覧ください。

次に、４目郷土資料館費について、ご説明いたします。

補正前の額から３４万６千円を減額し、補正後の額を６８３万円にしようとするものです。

説明欄をご覧ください。

郷土資料館管理運営費３４万６千円の減額は、郷土資料館を解体し、中央公民館に一時的に

事務室を移転したことの見直しによる、１０節需用費中燃料費及び光熱水費、１１節役務費、

１２節委託料の減でございます。なお、１０節需用費中印刷製本費１７万３千円は、例年１

１月に開催しております企画展の中止による減であります。

次に、１４節工事請負費６万１千円の減額は、郷土資料館解体工事の額が確定したことによ

る減でございます。

１７節備品購入費２万５千円の減額は、データ保存用備品購入の額が確定したことによる減

でございます。

次に、５目市史編さん費について、ご説明いたします。

補正前の額から７２万１千円を減額し、補正後の額を１８３万４千円にしようとするもので

ございます。

説明欄をご覧ください。

市史編さん費７２万１千円の減額は、７節報償費で、市史編さん専門委員及び協力委員によ

る活動について、新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、見直しをしたことによる減で

ございます。

○秋葉スポーツ振興課長

続きまして、６項保健体育費について、ご説明いたします。

３６ページ、３７ページをご覧ください。

１目保健体育総務費につきましては、補正前の額から４３万３千円を減額し、補正後の額を

８千６７８万９千円にしようとするものです。

説明欄をご覧ください。

体育振興費４３万３千円の減額につきましては、新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、

スポーツレクリエーション祭、少年野球教室、近隣中学校柔道大会、印旛郡市民体育大会な

ど、各種事業を中止したことにより、事業に係る報償費、需用費、役務費、使用料及び賃借

料を減額するものでございます。

○鈴木教育委員会参事

次に、２目学校保健費につきましては、補正前の額から１２９万８千円を減額し、補正後の

額を７千１７１万９千円にしようとするものです。

説明欄をご覧ください。
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学校保健管理費、１２節委託料１２９万８千円の減額は、新型コロナウイルス感染症拡大防

止のため、脊柱側弯症３Ｄスコリオ検査の中止、及び児童・生徒及び教職員の健康診断の実

施者が当初見込みより少なかったことによる減額です。

よろしくご審議のほど、お願いいたします。

○加藤委員長

以上で説明が終わりましたので、質疑を許します。

○山口委員

若干お聞きいたします。

まず、自動車の借上料なんですが。

○加藤委員長

ページ数を。

○山口委員

３３、３４ページ、自動車借上料というところです。

教育指導費とか、例えば教育振興費の中、中学校の方でもバスの借上料等々がありますけれ

ども、コロナ禍で、これは致し方ないというふうに思います。今後に関しては、コロナの影

響で八街の業者さんもなくなってしまいまして、バスの借上げが今後難しくなるんじゃない

かというふうに考えますが、その点については問題なくやれるというふうに思いますか。

○鈴木教育委員会参事

これまで利用させていただいた観光会社がなくなったこともございますが、そのほかにも利

用している業者がございますので、そこを引き継いで行っていく予定で、来年度は行こうか

というふうに思っております。

また、今年度は中止、当初、コロナ感染がどこまで影響するかということで、旅行等は中止

ということにしましたけれども、市内学習も含めて、感染対策を取っていけば実現できると

いうような方向もございますので、慎重に、実施できるように努めてまいりたいと思ってい

ます。

○山口委員

ぜひともよろしくお願いいたします。

あと、３４ページの中学校大規模改修工事、八街南中学校が大規模改修ということで、この

工事はもう終わりで、終了して使用できるような環境になったのか、お伺いします。

○井口教育総務課長

工事自体は１月に完了いたしまして、今現在、体育館の方は使用しております。

○山口委員

分かりました。卒業式に間に合ったということで、大変よかったなというふうに思います。

次に、最後、３７ページの健康診断業務に関してなんですけれども、教職員の方で予定数よ

りも健康診断を受けられる方が少なかったということなんですけど、それについてもう少し

詳しく教えていただければというふうに思います。
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○加藤委員長

すぐ答弁できますか。

○関教育次長

お答えいたします。

当初の見込みよりも少なくなったということでございますけれども、教職員によっては人間

ドック、個人的に人間ドックを希望している職員もございますので、その辺のところで多少

は少なくなっているということです。

○山口委員

分かりました。ということは、そういった健康診断を受けられていない、ということではな

いということですね。理解できました。ありがとうございます。

○加藤委員長

ほかに質疑はございませんか。

○京増委員

３４ページ、教育振興費について、伺います。

特別支援教育の就学援助なんですが、２００万円の減額予算なんですが、受給率はどのぐら

いなんでしょうか。

○鈴木教育委員会参事

受給率という形でお答えはできませんけれども、当初予算の大体半数を少し超える程度の受

給人数でございます。

○加藤委員長

ほかに質疑はありませんか。

○小菅委員

予算書３４ページ、学校建設費、先ほど山口委員からも質問がございましたけれども、金額

の方でちょっと気になることがありまして、３千８００万円の減額、工事費の確定というこ

とで説明がございました。当初予算では１億５千４００万円ということでございましたが、

約２５パーセントの減額ということです。この工事に関しては、どうしてこのように大きな

差が出たと執行部の方では考えているのか、お伺いいたします。

○井口教育総務課長

当初予算の計上段階におきまして、実施設計の方をしておりまして、概算で少し額の方は多

めに計上しております。ということで、１億５千万円で計上させていただきました。実施設

計によりまして、予定価格の方は１億１千６７１万円ということになりまして、それで落札

した業者さんの落札率は９１．８パーセントということになりまして、費用が多少落ちたと。

その後、若干、工事の増もございまして、１千万円ほど、工事費の方は増になったんですが、

最終的には４千万円弱ぐらいの執行残が生じたということでございます。

○加藤委員長

ほかに質疑はありませんか。
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（「なし」と呼ぶ者あり）

○加藤委員長

質疑がなければ、これで質疑を終了します。

次に、第２表繰越明許費補正１追加の内２款総務費について、提案者の説明を求めます。説

明は補正予算書の項目順にお願いします。

○春日市民課長

それでは、第２表繰越明許費補正１追加について、ご説明いたします。

補正予算書の６ページをご覧ください。

２款総務費、３項戸籍住民基本台帳費、社会保障・税番号制度関連事務費３５０万９千円の

繰越しにつきましては、住民基本台帳システムの改修が新型コロナウイルス感染症拡大の影

響に伴い、三密回避の対策を行う必要があり、ベンダーの作業効率が低下したこと及び市と

ベンダー間の打合せが困難となったことに伴い、今年度中にシステム改修を完了することが

できなくなったため、翌年度に繰り越すものでございます。

以上で説明を終わります。ご審議のほど、よろしくお願い申し上げます。

○加藤委員長

以上で説明が終わりましたので、質疑を許します。質疑はありませんか。

（「なし」と呼ぶ者あり）

○加藤委員長

質疑がなければ、これで質疑を終了します。

これから討論を行います。討論はありませんか。

（「なし」と呼ぶ者あり）

○加藤委員長

討論がなければ、これで討論を終了します。

これから、議案第９号、令和２年度八街市一般会計補正予算中、当委員会付託分についてを

採決します。

この議案は原案のとおり決定することに賛成の委員の起立を求めます。

（起 立 全 員）

○加藤委員長

起立全員です。議案第９号は原案のとおり可決されました。

ご連絡いたします。執行部の入替えを行いますので、委員の皆さんは着席のまま、お待ちく

ださい。

再開します。

議案第１０号、令和２年度八街市国民健康保険特別会計補正予算についてを議題とします。

提案者の説明を求めます。

○石井国保年金課長

それでは、議案第１０号、令和２年度八街市国民健康保険特別会計補正予算について、ご説
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いたします。

補正予算書の１ページをご覧ください。

この補正予算は、既定の予算に歳入歳出それぞれ１億６千９５７万３千円を減額し、歳入歳

出予算の総額をそれぞれ８３億６千４５０万５千円にしようとするものでございます。

詳細は、事項別明細によりご説明いたします。

８ページをご覧ください。

まず、歳入でございますが、１款１項１目一般被保険者国民健康保険税は、補正前の額に７

千８０６万８千円を減額し、補正後の額を１８億７千９４０万２千円にしようとするもので

ございます。

２目退職被保険者等国民健康保険税は、補正前の額に２１万２千円を追加し、補正後の額を

３７２万１千円にしようとするものでございます。

国民健康保険税の減額理由としましては、予算算定時において前年度と同水準の世帯所得を

見込み、予算編成を行いましたが、世帯所得の減少が大きかったこと、新型コロナウイルス

感染症に伴う減免、台風１５号による被害世帯の追加減免等により、約２千７００万円の保

険税減免を行ったことによるものでございます。

９ページをご覧ください。

２款２項１目保険給付費等交付金は、補正前の額に１億４千１２８万６千円を減額し、補正

後の額を５８億１千６６万２千円にしようとするものでございます。

１節保険給付費等交付金（普通交付金）１億４千８５１万７千円の減額は、千葉県より５７

億２千４７４万４千９８４円の変更交付決定を受けたことにより、その差額分を減額するも

のでございます。

この交付金は、歳出２款保険給付費中の療養給付費、療養費、高額療養費、審査支払手数料

の支払いに充てる交付金であります。

２節保険給付費等交付金（特別交付金）７２３万１千円の増額は、特別調整交付金の交付基

準である新型コロナウイルス感染症に伴う減免額、台風１５号等による被害世帯の追加減免

額など、既定の予算に追加するものでございます。

３款１項１目一般会計繰入金は補正前の額に３５６万４千円を追加し、補正後の額を５億５

千４５３万１千円にしようとするものでございます。

１節保険基盤安定繰入金（保険税軽減分）３５６万４千円の増額は、低所得者世帯等の負担

軽減を図る国民健康保険基盤安定負担金につきまして、前年度実績より３５６万３千円増の

４億８千２７万８千１７０円の交付が確定したことによるもので、５４．３パーセントの世

帯が保険基盤安定負担金算定上の軽減対象となっております。

４款１項１目繰越金は、補正前の額に１千７１９万９千円を追加し、補正後の額を２千７３

万２千円にしようとするもので、令和元年度決算に伴う繰越金でございます。

１０ページをご覧ください。

５款１項１目一般被保険者延滞金は、補正前の額に１千２８４万４千円を追加し、補正後の
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額を４千４０４万４千円にしようとするものでございます。

２目退職被保険者等延滞金は、補正前の額に６０万１千円を追加し、補正後の額を６７万１

千円にしようとするものでございます。

これは、令和２年１２月末日までに収納した延滞金総額を計上したことによるものです。

６款１項１目保険制度関係業務事業費補助金は、２６０万３千円を新たに追加しようとする

もので、被保険者番号を個人単位化するためのシステム改修に要する財源を、２款２項１目

２節保険給付費等交付金（特別交付金）から保険制度関係業務事業国庫補助金に財源の振り

替えをするものでございます。

２目災害臨時特例補助金は１千２７５万８千円を新たに計上しようとするもので、新型コロ

ナウイルス感染症対応分として、令和２年１２月１７日まで審査した令和２年度分国民健康

保険税減免額の１０分の６に相当する補助金でございます。

次に、歳出です。

１１ページをご覧ください。

１款１項１目一般管理費は、補正前の額から３８５万円を減額し、補正後の額を２千５０５

万円にしようとするもので、保険制度準備事業システム改修業務の改修内容に変更が生じた

ため、減額するものでございます。

１款２項１目賦課徴収費は、補正前の額から１０万円を減額し、補正後の額を１千９３万５

千円にしようとするもので、日本マルチペイメントネットワーク推進協議会負担金を一般会

計で負担することとしたため、減額するものでございます。

２款１項１目一般被保険者療養給付費は、財源である保険給付費等交付金（普通交付金）に

ついて、千葉県より１億４千８５１万７千円減額の変更交付決定を受けたことにより、一般

財源に財源の組替えを行うものでございます。

１２ページをご覧ください。

３款１項１目一般被保険者医療給付費分は、財源である国民健康保険税と新型コロナウイル

ス感染症に関連する減免により財源手当された特別調整交付金及び災害臨時特例補助金の財

源の組替えを行うものでございます。

５款１項１目特定健康診査等事業費は、補正前の額から５９６万２千円を減額し、補正後の

額を４千３７７万８千円にしようとするもので、コロナ禍の中での特定健診事業運営を踏ま

え、人工知能を活用した特定健診受診率向上事業を見送ったため減額するものでございます。

６款１項１目基金積立金は、補正前の額に１億７千５９９万１千円を減額し、補正後の額を

２千２２０万８千円にしようとするもので、保険税及び千葉県保険給付費等交付金の減少等

に伴う調整を、財政調整基金積立金により行ったことによるものでございます。

１３ページをご覧ください。

８款１項１目一般被保険者保険税還付金は、補正前の額に４２万２千円を追加し、補正後の

額を１千４２万２千円にしようとするものでございます。

保険税過誤納還付金については、新型コロナウイルス感染症に伴う令和元年度保険税第８期
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分について、２４０万６千４００円の減免を行ったことにより、還付金に不足が見込まれた

ことによるものでございます。

３目償還金は、補正前の額に１４３万３千円を追加し、補正後の額を１４３万７千円にしよ

うとするものでございます。

国庫支出金等返還金については、令和元年度に実施した特定健康診査保健指導負担金の額の

確定に伴う返還金で、国及び千葉県にそれぞれ７１万７千円を返還するものでございます。

２項１目一般会計繰出金は、補正前の額に１千４４７万５千円を追加し、補正後の額を１千

４４７万６千円にしようとするものでございます。

一般会計繰出金については、一般会計からの法定分事務費繰入金の余剰金が確定したため、

令和元年度分は７７２万８千７７８円を、平成２９年度分は６７４万５千２４６円を、一般

会計へ繰り出すものでございます。

以上で、令和２年度八街市国民健康保険特別会計補正予算の説明を終了させていただきます。

ご審議のほど、よろしくお願いいたします。

○加藤委員長

以上で説明が終わりましたので、質疑を許します。質疑はありませんか。

（「なし」と呼ぶ者あり）

○加藤委員長

質疑がなければ、これで質疑を終了します。

これから討論を行います。討論はありませんか。

（「なし」と呼ぶ者あり）

○加藤委員長

討論がなければ、これで討論を終了します。

これから、議案第１０号、令和２年度八街市国民健康保険特別会計補正予算についてを採決

します。

この議案は原案のとおり決定することに賛成の委員の起立を求めます。

（起 立 全 員）

○加藤委員長

起立全員です。議案第１０号は原案のとおり可決されました。

議案第１１号、令和２年度八街市後期高齢者医療特別会計補正予算についてを議題とします。

提案者の説明を求めます。

○石井国保年金課長

それでは、議案第１１号、令和２年度八街市後期高齢者医療特別会計補正予算について、ご

説明いたします。

補正予算書の１ページをご覧ください。

この補正予算は、既定の予算に歳入歳出それぞれ１６３万１千円を追加し、歳入歳出予算の

総額をそれぞれ７億６４０万２千円にしようとするものでございます。
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詳細は、事項別明細によりご説明いたします。

８ページをご覧ください。

まず、歳入でございますが、１款１項１目特別徴収保険料は、補正前の額に５４万３千円を

減額し、補正後の額を３億９２６万５千円にしようとするものです。

２目普通徴収保険料は、補正前の額に６３８万３千円を減額し、補正後の額を２億３千３９

３万６千円にしようとするもので、現年度分保険料は４５７万１千円を減額、前年度滞納繰

越分は１８１万２千円を減額するものでございます。

２款１項１目事務費繰入金は、補正前の額に１２９万９千円を減額し、補正後の額を６０５

万７千円にしようとするものでございます。

これは、５款国庫支出金に計上しました高齢者医療制度円滑運営事業費補助金の決定に伴い、

不足分を一般会計から繰り入れるものでございます。

２目基盤安定繰入金は、補正前の額に２９１万５千円を追加し、補正後の額を１億４千８０

４万円にしようとするものでございます。

これは、低所得者等の負担軽減を図る保険基盤安定負担金につきまして、前年度実績より１

千５２２万４千円増の１億４千８０３万９千４３０円が確定したことによるもので、６９．

３パーセントの方が保険基盤安定負担金算定上の軽減対象となります。

３款１項１目繰越金は、補正前の額に２３５万２千円を追加し、補正後の額を４３５万２千

円にしようとするもので、令和元年度決算に伴う繰越金でございます。

９ページをご覧ください。

４款１項１目延滞金は、補正前の額に２８万円を追加し、補正後の額を２９万円にしようと

するもので、令和２年１２月１８日現在の収入額でございます。

○加藤委員長

ちょっと課長、いいですか。今、補正額を２８万円とおっしゃいましたか。２万８千円じゃ

ないですか。

○石井国保年金課長

失礼しました。補正前の額に２万８千円を追加し、補正後の額を２万９千円にしようとする

もので、令和２年１２月１８日現在の収入額でございます。

５款１項１目高齢者医療制度円滑運営事業費補助金は、補正前の額に１２９万９千円を減額

し、補正後の額を３２万４千円にしようとするもので、国庫補助金が確定したことにより減

額するものでございます。

次に、歳出でございます。

１０ページをご覧ください。

１款２項１目徴収費は、財源である高齢者医療制度円滑運営事業費国庫補助金が決定したこ

とにより、不足分を一般財源へ、財源の組替えを行うものでございます。

２款１項１目後期高齢者医療広域連合納付金は、補正前の額に３５３万４千円を減額し、補

正後の額を６億９千３７２万円にしようとするもので、現年度分の保険料収入の減や、保険
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基盤安定負担金の確定などに伴い、広域連合への納付金を減額するものでございます。

３款２項１目一般会計繰出金は、１９０万３千円を新たに計上するもので、令和元年度にお

ける一般会計からの法定分繰入金の余剰金が確定したことにより、一般会計へ繰り出すもの

でございます。

以上で、令和２年度八街市後期高齢者医療特別会計補正予算の説明を終了させていただきま

す。ご審議のほど、よろしくお願いいたします。

○加藤委員長

以上で説明が終わりましたので、質疑を許します。質疑はありませんか。

（「なし」と呼ぶ者あり）

○加藤委員長

質疑がなければ、これで質疑を終了します。

これから討論を行います。討論はありませんか。

（「なし」と呼ぶ者あり）

○加藤委員長

討論がなければ、これで討論を終了します。

これから、議案第１１号、令和２年度八街市後期高齢者医療特別会計補正予算についてを採

決します。

この議案は原案のとおり決定することに賛成の委員の起立を求めます。

（起 立 全 員）

○加藤委員長

起立全員です。議案第１１号は原案のとおり可決されました。

議案第１２号、令和２年度八街市介護保険特別会計補正予算についてを議題とします。

提案者の説明を求めます。

○飛田高齢者福祉課長

それでは、議案第１２号、令和２年度八街市介護保険特別会計補正予算につきまして、ご説

明いたします。

補正予算書の１ページをご覧ください。

この補正予算は、既定の予算から歳入歳出それぞれ１千５４６万円を減額し、歳入歳出予算

の総額をそれぞれ５０億６千１０７万円にしようとするものでございます。

詳細につきましては、事項別明細によりご説明いたします。

補正予算書の８ページをご覧ください。

まず、歳入でございますが、３款国庫支出金、２項国庫補助金につきましては、６目地域介

護・福祉空間整備等交付金１千５４６万円を全額、減額補正しようとするものでございます。

これは、介護事業所における非常用自家発電設備整備に係る補助率１０分の１０の補助金と

して２事業所分を計上しておりましたが、令和２年度は非常用自家発電設備整備に係る補助

金の追加募集がなく、整備が行われなかったことによる減額でございます。



－39－

次に、歳出でございますが、９ページをご覧ください。

１款総務費、１項総務管理費につきましては、１目一般管理費から１千５４６万円を減額し、

補正後の額を４千３１万６千円にしようとするものでございます。

説明欄をご覧ください。

一般管理費１千５４６万円の減は、全額、１８節負担金補助及び交付金、地域介護・福祉空

間整備事業補助金の減で、歳入でご説明いたしました非常用自家発電設備整備２事業所分の

補助金の減額補正でございます。

以上で、令和２年度八街市介護保険特別会計補正予算の説明を終了させていただきます。ご

審議のほど、よろしくお願いいたします。

○加藤委員長

以上で説明が終わりましたので、質疑を許します。質疑はありませんか。

（「なし」と呼ぶ者あり）

○加藤委員長

質疑がなければ、これで質疑を終了します。

これから討論を行います。討論はありませんか。

（「なし」と呼ぶ者あり）

○加藤委員長

討論がなければ、これで討論を終了します。

これから、議案第１２号、令和２年度八街市介護保険特別会計補正予算についてを採決しま

す。

この議案は原案のとおり決定することに賛成の委員の起立を求めます。

（起 立 全 員）

○加藤委員長

起立全員です。議案第１２号は原案のとおり可決されました。

会議中ではありますが、ここで１５分間休憩いたします。再開後は、議案第１６号、１７号、

１８号の審査を行います。

（休憩 午後 ２時００分）

（再開 午後 ２時１４分）

○加藤委員長

再開します。

休憩前に引き続き、会議を開きます。

議案第１６号、令和３年度八街市国民健康保険特別会計予算についてを議題とします。

提案者の説明を求めます。

○石井国保年金課長

議案第１６号、令和３年度八街市国民健康保険特別会計予算について、ご説明申し上げます。

予算書の２１ページをご覧ください。
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第１条歳入歳出予算は、令和３年度国民健康保険特別会計予算の総額を歳入歳出それぞれ８

３億６千５００万５千円と定めるもので、前年度と比較し１億６千４５４万１千円、１．９

パーセントの減でございます。

減額の主な理由は、歳入においては世帯所得の減少及び地方税制度の改定に伴う保険税収入

の減額、歳出においては被保険者の減少に伴い保険給付費が減額となっていることによるも

のでございます。

第２条債務負担行為は、地方自治法第２１４条の規定により、債務を負担する行為をするこ

とのできる事項、期間及び限度額を、２５ページの第２表債務負担行為によるものとしてお

ります。

第３条一時借入金は、一時借入金の最高額を１５億円と定めるものでございます。

第４条歳出予算の流用は、歳出予算の同一款内各項間の経費を流用することができる場合に

ついて定めるもので、保険給付費各項間の流用をできることとするものでございます。

それでは、事項別明細によりご説明いたします。

２９７ページをご覧ください。

初めに、歳入でございますが、１款国民健康保険税は１７億８千７５１万２千円の計上で、

前年度と比較し１億７千３４６万７千円、８．９パーセントの減でございます。

１項１目の一般被保険者国民健康保険税は１７億８千３８３万９千円で、前年度と比較し１

億７千３６３万１千円、８．９パーセントの減でございます。

２目退職被保険者等国民健康保険税は３６７万３千円で、前年度と比較し１６万４千円、４．

７パーセントの減でございます。

国民健康保険税の減額理由といたしましては、予算算定において、所得割については令和２

年度当初課税率と比較して５パーセントの世帯所得減少を見込んだこと、平成３０年度の税

制改正により令和３年度から基礎控除額が１０万円引き上げられることによる事業所得者の

課税所得減少を見込んだことによるものでございます。

なお、予算算定上の現年度分収納率は、令和元年度実績の８８．３８パーセント、加入世帯

数は令和２年度当初課税時と同数の１万２千１７０世帯、被保険者数は１万９千９３５人で、

算定の方をしております。

２９８ページに移りまして。

２款県支出金は、款合計で５９億３千２９３万円の計上で、前年度と比較し３千６８９万４

千円、０．６パーセントの減でございます。

２款１項１目特定健康診査等負担金は１千８８７万６千円で、前年度と同額を計上しており

ます。

２款２項１目保険給付費等交付金は５９億１千４０５万４千円で、前年度と比較し３千６８

９万４千円、０．６パーセントの減で、１節保険給付費等交付金（普通交付金）は５８億３

千６７０万１千円で、前年度と比較し３千６５６万円減少しており、これは歳入充当事業で

の歳出２款療養給付費の減少によるものでございます。
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２節保険給付費等交付金（特別交付金）は７千７３５万３千円で、前年度と比較し３３万４

千円減少しており、この内訳として医療費適正化への取組など、保険者の努力を判断する指

標を踏まえ交付される保険者努力支援分が２千３２８万８千円、災害や非自発的失業者への

保険税軽減など、特別な事情がある場合や地域の特性に応じた調整のために交付される特別

調整交付金分が５千３０６万５千円、新型コロナウイルス感染症傷病手当金１００万円を計

上したものでございます。

３款財産収入は１千円で、国保財政調整基金積立金運用収入の科目を存目計上するものでご

ざいます。

２９９ページに移りまして。

４款繰入金は、款合計で５億９千７２８万８千円の計上で、前年度と比較し４千６３２万円、

８．４パーセントの増でございます。

４款１項１目一般会計繰入金は５億５千３６３万９千円の計上で、前年度と比較し２６７万

２千円、０．５パーセントの増でございます。

その内訳として、低所得世帯の負担軽減を図る保険基盤安定繰入金として４億８千２７万９

千円、職員給与等繰入金として３千２４７万９千円、出産育児一時金繰入金として２千２４

０万円、財政安定化支援事業繰入金として１千８４０万１千円を計上したものでございまし

て、保険基盤安定繰入金は令和２年度基盤安定負担金交付決定額を、出産育児一時金は８０

件分の出産を見込み、それぞれ計上の方をしております。

４款２項１目財政調整基金繰入金は４千３６４万９千円の計上で、歳入不足額を調整するた

め国保財政調整基金から繰り入れるものでございます。

５款繰越金は１千円で、存目計上でございます。

３００ページをご覧ください。

６款諸収入は款合計で４千７２７万３千円の計上で、前年度と比較し５０万１千円、１．１

パーセントの減でございます。

主なものは、１項延滞金及び過料は保険税延滞金として前年度と同額の３千１２７万円を、

また２項雑入は交通事故等により一時負担した保険給付費の返還分など、一般被保険者第三

者納付金として昨年度と同額の１千５００万円を計上しております。

続きまして、歳出について、ご説明いたします。

３０１ページをご覧ください。

１款１項１目一般管理費は２千２６０万７千円の計上で、前年度と比較し６２９万３千円、

２１．８パーセントの減でございます。

一般管理費１千６９６万円は、前年度と比較し５３５万５千円、２４．０パーセントの減で、

国民健康保険資格管理等に要する一般経費で、１１節役務費、通信運搬費として保険証等の

郵送料５７０万９千円、１２節委託料として国民健康保険団体連合会で行っている診療報酬

明細書の電算共同処理業務委託料５８４万９千円、保険制度事業システム改修業務２０９万

円が主なもので、令和２年度予算のうち保険制度準備事業システム改修業務７９２万円の減
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により、大幅な減額となっております。

３０１ページ、３０２ページをご覧ください。

医療費適正化特別対策事業費３８８万８千円は、医療費の適正化を図るため実施する診療報

酬明細書の点検業務でございます。

２目国保団体連合会負担金２４７万８千円は、千葉県国民健康保険団体連合会への納付金で

ございます。

次に、２項１目徴収費は１千２３４万２千円の計上で、前年度と比較し１３０万７千円、１

１．８パーセントの増でございます。

賦課徴収費は国保税の賦課徴収に係る諸経費で、１０節需用費、印刷製本費として納税通知

書等の印刷費１４４万９千円、１１節役務費、通信運搬費として納税通知書等の郵送料５４

０万１千円、手数料としてコンビニ収納関係等事務手数料３６３万３千円、１２節委託料と

して基礎控除額の変更など、税制改正に伴う国民健康保険システム改修業務１３４万８千円

が主なもので、国民健康保険システム改修業務が賦課徴収費増額の要因となっております。

次に、３項１目運営協議会費１６万１千円は、国民健康保険運営協議会委員１６名分の報酬

でございます。

次に、４項１目趣旨普及費は１１４万２千円の計上で、前年度と比較し７８万９千円、２２

３．５パーセントの増でございます。

これは、国民健康保険に関する趣旨普及を図るため、啓発用パンフレットの充実を図ること

によるものでございます。

３０４ページをご覧ください。

２款保険給付費は、款合計で５８億７千８６１万８千円の計上で、前年度と比較し４千３万

３千円、０．７パーセントの減でございます。

予算額算定にあたっては、一般及び退職被保険者に係る療養給付費等の過去の実績に基づき

算定しております。

２款１項療養諸費は５０億６千５１９万５千円の計上で、前年度と比較し４千８４万７千円、

０．８パーセントの減で、療養給付費や療養費、診療報酬明細書の審査支払手数料でござい

ます。

３０５ページに移りまして。

２款２項高額療養費は７億７千１５０万５千円の計上で、前年度と比較し４２８万８千円、

０．６パーセントの増で、一般被保険者及び退職被保険者等の高額療養費でございます。

３０６ページに移りまして。

２款３項１目一般被保険者移送費１千円は、損目計上でございます。

２款４項１目出産育児一時金は３千３６１万７千円の計上で、年間８０件分の出産育児一時

金及び直接払いに対する手数料でございます。

２款５項１目葬祭費は７３０万円の計上で、年間１４６件分の支払費でございます。

３０７ページに移りまして。
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２款６項１目傷病手当金は１００万円の計上で、新型コロナウイルス感染症の療養のため、

業務につくことができない被用者等に対する傷病手当金でございます。

３款国民健康保険費納付金は款合計で２３億５千６０２万７千円の計上で、前年度と比較し

６千５９５万４千円、２．９パーセントの増で、国民健康保険制度の広域化に伴い、県が市

町村ごとの医療費水準と所得水準を考慮し定める納付金でございます。

その内訳は、１項医療給付費分として１５億６千３万１千円、２項後期高齢者支援金分とし

て５億５千６３６万６千円、３項介護納付金分として２億３千９６３万円でございます。

３０９ページに移りまして。

４款共同事業拠出金２千円の計上は、年金受給者のデータから退職者医療制度該当者を抽出

するための事業拠出金でございます。

５款保険事業費は款合計で７千３５１万５千円の計上で、前年度と比較し１千２１７万２千

円、１９．８パーセントの増でございます。

５款１項１目特定健康診査等事業費は、５千１９５万４千円の計上で、前年度と比較し２２

１万４千円、４．５パーセントの増でございます。

これは、特定健康診査保健指導に要する経費として、１２節委託料として特定健康診査委託

料３千９５２万３千円、人工知能ＡＩを活用した特定健診受診率向上事業７８９万円が主な

ものでございます。

３１０ページに移りまして。

５款２項１目保健衛生普及費は２千１５６万１千円の計上で、前年度と比較し９９５万８千

円、８５．８パーセントの増でございます。

これは、１１節役務費として医療費通知及びジェネリック差額通知等の郵送料２２８万７千

円、１２節委託料として新規に糖尿病が重症化するリスクの高い医療機関の未受診者、受診

中断者について、適切な受診勧奨を行う糖尿病性腎症重症化予防事業（未受診者勧奨プログ

ラム）１６６万８千円、及び糖尿病性腎症の発症、重症化のリスクのある方へ保健指導を行

う糖尿病性腎症重症化予防事業（支援プログラム）８６６万３千円を事業化したこと、１８

節補助金として人間ドック、脳ドック助成事業８７０万円が主なものでございます。

６款１項１目基金積立金１千円は、存目計上でございます。

３１１ページに移りまして。

７款１項１目利子は、第３条で定めた一時借入金の最高額１５億円を借り入れた際の利子で

ございます。

８款諸支出金につきましては、款合計で１千３１万２千円の計上で、前年度と比較し４千円

の減でございます。

８款１項償還金及び還付加算金１千３１万１千円は、過年度分の国民健康保険税過誤納還付

金及び還付加算金などでございます。

３１２ページに移りまして。

８款２項繰出金１千円は、一般会計への繰出金で、存目計上でございます。
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９款予備費５００万円は、前年度と同額の計上でございます。

最後に、債務負担行為について、ご説明いたします。

３１６ページをご覧ください。

令和３年度に実施する特定保健指導業務の経費について、債務負担行為の設定をしようとす

るものでございます。これは、国民健康保険被保険者を対象として実施する特定健康診査に

おいて、生活習慣病の発症リスクが高く、生活習慣の改善による予防効果を期待できる被保

険者に動機付支援、積極的支援、運動教育及び栄養教育の開催など、特定保健指導を行うも

のでございます。この保健指導には６か月程度の期間を要するため、先行して行う特定健康

診査との関係から、年度内の事業完了を見込めないことから、債務負担行為を設定するもの

でございます。

以上で、令和３年度八街市国民健康保険特別会計について、ご説明を終わります。ご審議の

ほど、よろしくお願いいたします。

すみません。申し訳ありません。１件訂正がございます。

２９７ページをご覧いただければと思います。

こちらで先ほど国民健康保険税、２目の退職者等国民健康保険税について、３６７万３千円

で、前年度と比較し１６万４千円、４．７パーセントの減でございますということで説明し

てしまったところなんですが、実際は増ですので、すみませんが、訂正の方をお願いいたし

ます。

○加藤委員長

皆さん、分かったかな。いいですか。

○石井国保年金課長

すみません、もう一つ。３１１ページですが、８款諸支出金についてですが、款合計で１千

３１万２千円の計上で、前年度と比較し４千円の減でございますと説明させていただいたと

ころなんですが、こちらは３千円の減の誤りですので、申し訳ございませんが、訂正をお願

いいたします。

以上であります。よろしく審議のほど、お願いいたします。

○加藤委員長

理解できましたか、今のところの訂正は。大丈夫ですか。

以上で説明が終わりましたので、質疑を許します。

○小髙委員

国保会計は世帯数の減少によって総体的な予算額が減っている状況でございます。２９９

ページ、一般会計繰入金の中の繰入金を見てみますと、その中でも繰入金が増えている状況

で、今後、国保会計が厳しくなっていく様子が単年度でも伺えるところでございますが。

私がまず知りたいところですが、財政調整繰入金、前年度は１千円の存目計上だったと思う

んですけれども、今回は４千３６４万９千円が計上されているところでございます。国保分

より繰り入れたということですが、今回このような手法を取った経緯はどういうふうになっ
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ているのか、お伺いいたします。

○石井国保年金課長

こちらは財政調整基金以外で歳出に見合った歳入を確保しようと試みたところなんですが、

財政調整基金繰入金の財源の調整がつかなかったもので、基金からの繰入れをさせていただ

くことになりまして、歳入歳出の調整を図らせてもらうものでございます。

○加藤委員長

ほかに質疑はありませんか。

○京増委員

それでは、２９７ページの国保税収について、お伺いします。

減額の理由は加入世帯が減っているというのも大きいと思うんですが、今までは、この間、

社会保険に入ってもらうようなことが多かったと思うんですが、コロナ禍で例えば失業され

たりして国保に加入される方も増える見込みがあるのではないかと思うんですが、その点に

ついての状況はどのようにお考えなのか、伺います。

○石井国保年金課長

国保の加入、脱退の状況なんですが、この４月から２月までの１１か月なんですが、社会保

険を離脱して国保に加入した方は２千３０５名、一方、社会保険に加入して国保を離脱した

人は１千７３０名、もちろんこの中には重複している方もいらっしゃるかと思います。２千

３０５名が加入し、１千７３０名が脱退したという形です。

トータルを見ますと、加入した方は４千２１９名、４千２１９名が加入しまして、一方、国

保を脱退した方が４千１２８名で、国保加入者が僅かに増えている状況にあります。

今月の状況を見ますと、外国人の就労生だと思うんですけど、転出によりまして、多くの方

が国保の方を脱退しまして、来月もこの傾向が続くのではないかと考えているところでござ

いまして、大体、転入転出が同じぐらいの数字になるのではないかと推測しているところで

ございます。

先ほどの当初予算の計上について、被保険者の減少を見込んでいるということでしたが、こ

ちらの算定にあたりましては、令和２年度の当初課税率、被保険者がそのまま推移すること

を見込んで、同数であるということを想定しまして算定の方をしておりますので、例年は減

少を見込んで算定しているところなんですが、今年度は同数ということで算定をしておりま

す。

○京増委員

昨年度はコロナによる減免ということもありましたけれど、新年度についてはまだどうなる

か分かりませんけれど、国の方は何らかの、例えばもしもコロナが続けば減免するとか、そ

のような方向で何か示されているものはあるでしょうか。

○石井国保年金課長

保険税の減免については、今のところ示されているものはございません。傷病手当につきま

しては、財政支援を６月末まで延長するという通知を先般受けておりますので、それに準じ
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た運用をしようと考えております。

○加藤委員長

ほかに質疑は。

○小菅委員

予算書３１０ページ、保健衛生普及費というのがございまして、説明の中の委託料で糖尿病

性腎症重症化予防事業、次に糖尿病性腎症重症化予防事業と、２点ございます。先ほど新規

ということで伺いましたが、どういう事業なのか、詳しくお知らせください。

○石井国保年金課長

糖尿病性腎症というものなんですが、こちらは糖尿病の合併症の１つで、糖尿病の状況が続

くことによりまして腎臓の機能が損なわれ、血液中の老廃物が尿として排出できなくなるこ

とによりまして最終的には腎不全となる、危険な病気と言われています。人工透析が必要と

なる最も大きな要因の１つでもあります。

今、八街市の国保のデータベースシステムで令和元年４月から令和２年３月までの医療費の

状況を見ますと、中分類で腎不全というのが５億５千４２８万９千円でトップでありまして、

２位がこれに関連する糖尿病で４億１千８１２万４千円ということで、早急に取り組まなけ

ればならない課題だと考えております。

糖尿病性腎症重症化予防事業（未受診者勧奨プログラム）につきましては、糖尿病が重症化

するリスクの高い医療機関未受診者、受診中断者について、適切な受診勧奨を行うことによ

り治療に結び付けることを目的として行うものであります。

もう一つの糖尿病性腎症重症化予防事業（支援プログラム）につきましては、糖尿病性腎症

の発症、重症化のリスクのある保健指導対象者を選定し、腎不全、人工透析への移行を防止

することを目的として行う事業でございます。

未受診者の勧奨プログラムにつきましては対象者を１２０件と想定しまして、支援プログラ

ムにつきましては対象者を５０件と想定しまして、来年度は事業の方を行う予定でございま

す。

○加藤委員長

ほかに質疑はありませんか。

○京増委員

２９７ページの先ほどの歳入のところから、もう少しお聞きしたいと思います。

歳入ということになりますと、先ほどから減額の話も、先ほどの補正予算のときもありまし

たけれども、本当に所得が少なくて払えない、所得はゼロでも国保税は払わなきゃいけない

というようなことになりますと、今の質問にもありました病気の重症化も防げないことにな

ると思うんですね。本来ならば、誰でも払える保険料とか、また減免とかがどうしても必要

だと思うんですが、所得が低い方々に対しては、減額しても払えない方々に対しては。

○加藤委員長

京増委員、そういう話になると一般質問になってきますので、予算書に基づいてお願いしま
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す。

○京増委員

はい。本来ならば、予算で１７億８千３００万円以上の保険料が入るはずなんですが、いつ

も払いきれないわけですね、現年度分が払いきれなくて、また滞納金を納めなきゃいけない。

ますます悪循環になっているわけです。ですから私は、こういう方たちに対して、重症化さ

せないためにも、きちんと払えないなら払えないペナルティーを与えないような、そういう

保険料の納め方を考える必要があると思うんですが、この点についてのお考えは、今までど

うだったのか、やはりきちんと考えていただきたいと思うんですが、いかがでしょうか。

○石井国保年金課長

国民健康保険には低所得世帯が多く在籍しているのは事実でございまして、応益割につきま

して最大７割の軽減措置がございまして、きちんと公費によりまして、その方の保険税につ

きましては７割の保険税を公費で助成しまして、国保を運営しているような状況でございま

す。

国保制度につきましては相互扶助の制度で成り立つものでありますので、加入者全員の方に

相応のご負担をしていただかないと制度自体が成り立たなくなってしまいますので、あくま

でも現行の制度にはこういう助成制度がございますので、こういうものによりまして、市と

しましては運営していきたいと考えておりますので、その辺につきましてはご理解の方をい

ただければと思います。

○京増委員

そういう点では、払えない方々にどうするかというのは本当に大きな問題だと思います。そ

ういう方に対してペナルティーを与えないでいただきたいと、要望しておきたいと思います。

次に、２９８ページ、県支出金についてなんですが、保険給付費等交付金ですが、２節の特

別交付金について、お伺いします。

保険者努力支援分、それから特別調整交付金分、これは前年度より減っているんですけれど、

何の理由で減ったのか、お伺いします。

○石井国保年金課長

県の方から示された数値でございまして、事前に資料の方をこちらから送っているんですが、

今年は健診等もコロナ禍ということで受診率がかなり下がっていますし、努力支援制度にあ

る項目の数値の減少が見受けられる事業もございます。そういうこともございまして、予算

上は減少という形で計上の方をさせていただいております。

○京増委員

確かにコロナ禍で本当にいろいろありますけれど、そういうところで予算減と見込んだとい

うことで。

それから、新型コロナウイルス感染症の傷病手当金なんですが、１００万円の見込みですけ

れど、今まで申し込んだ方に合わせて予算を組んだと思われるんですが、何を見込んでおら

れるのか、伺います。
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○石井国保年金課長

傷病手当算出の根拠なんですが、最高限度額につきましては、標準報酬月額が今は千葉県で

すと１３９万円なんですが、その金額の３分の２にあたる金額が、一月、３０日分の最高限

度額になります。それを計算しますと大体９０万円前後の金額になりますので、最高限度額

の人に１か月の傷病手当が支給できる金額を計上させていただいております。

八街の平均保険料等を見ますと、大体１か月、この金額ですと５名分の傷病手当が支給でき

るぐらいの金額になりますので、この金額を計上させていただいております。

あと、すみません、実績なんですが、今年度は１件の受付をしておりまして、１１万４千円

の傷病手当金の方を支給させていただいております。

○加藤委員長

ほかに質疑はありませんか。

○京増委員

初めての国保の傷病手当金ですから、私は一歩前進だと思います。

それから、次の一般会計繰入金、保険基盤安定繰入金なんですが、先ほどの補正予算のご答

弁の中では５４．３パーセントの方が軽減対象だということを言われましたが、新年度予算

でも同じような傾向なのか、お伺いします。

○石井国保年金課長

新年度予算にあたっては、令和２年度、今年度確定した基盤安定交付金をそのまま掲載、登

載させていただいておりますので、全く同じ率になっております。

○京増委員

２９９ページの繰入金についてなんですが、先ほどのご答弁では４千３６４万９千円を繰り

入れて、やりくりができているというふうなご答弁だったと思うんですが、国保財政が広域

化になって毎年大変になっているのかなと思うんですが、その点についていかがでしょうか。

○石井国保年金課長

平成３０年から公費３千４００億円の投入がございまして、国の財政支援が充実しておりま

すので、平成３０年から県の方に財政基盤が移ったと同時に財政支援金を利用しまして、各

市町村においても今、赤字財政を運営している市町村というのは極めて少なくなってきてお

りますので、財政面だけ見れば、いい方向で、健全な方向に向かって運営の方がされており

ます。

○加藤委員長

ほかに質疑はありませんか。

○山口委員

すみません。１点だけお伺いします。

３０９ページ、ＡＩ、人工知能を活用した特定健診受診率向上事業につきましてですが、今

年度の受診率をどのぐらいアップさせる方向が目標としてあるのか、お伺いします。

今年じゃない、新年度。
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○石井国保年金課長

新年度につきましては、令和元年度の健診率が３５パーセントということで、県内では白子

町に続いて２番目の大きな伸びをしております。その目標をまた達成できるような形で取り

組んでいければと考えております。

○山口委員

ぜひとも、今年度はできなかったんですけれども、新年度、伸びがとても重要になってくる

と思いますし、コロナ禍ではありますが、活用して、受診率、健康を維持していただくよう

によろしくお願いいたします。

以上です。

○加藤委員長

ほかに質疑はありませんか。

○京増委員

歳出についてなんですが。

３０１ページの委託料及び交付金の中で保険制度事業システムの改修業務、それからオンラ

イン資格確認等のシステム運営負担金があるんですが、保険証とマイナンバーカードを結び

付けるということが言われているわけですが、ここに関係があるのかどうか、確認させてく

ださい。

○石井国保年金課長

保険制度事業システム改修につきましては平成３０年度の税制改正によるものでありまして、

給料の所得控除額が変わったことによって、基礎控除額が３３万円から４３万円に引き上

がって、高額医療費の判定とか、そういうものに影響が出てきますので、そのためのシステ

ム改修を行うものでございます。

○加藤委員長

ほかに質疑はありますか。

○京増委員

３０４ページの保険給付費について、お伺いします。

１人当たりの保険料の見込みについて、伺いたいんですが、令和元年度から２年度は増えて

おりますが、３年度の１人当たりの見込みはどのぐらいなんでしょうか。

○加藤委員長

時間がかかりますか、課長、大丈夫ですか。

後ほど答弁してください。

ほかの方、質疑がありましたら、お願いします。ないですか。

京増委員、ほかにありますか。今調べていますので、先ほどの質問は。よろしいですか。

ほかの方は質疑はありませんか。大丈夫ですか。

課長の方は答弁できますか。

○石井国保年金課長
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１つ、ちょっとすみません、確認させていただきたいんですが、保険税の１人当たりの額で

すか。

○京増委員

国民健康保険の保険給付費です。

○加藤委員長

今、課長の方が答弁の調査をしていますので、１０分間休憩いたします。

（休憩 午後 ３時００分）

（再開 午後 ３時０８分）

○加藤委員長

再開いたします。

休憩前に引き続き、会議を開きます。

○石井国保年金課長

先ほど京増委員から来年度予算の１人当たりの療養給付費は大体幾らぐらいの見込みになる

かということでご質問を受けたんですけど、予算額を被保険者の見込数で割ると、大体２６

万３千円ぐらい、１人当たりの保険料になります。

療養給付費なんですが、決算額を年間被保険者数で割ったものですが、平成２９年度で２２

万５千９０９円、平成３０年度が２３万５千４１２円、令和元年度が２４万８千１３７円と

いうことで、年々１人当たりの保険料については増加しております。来年度につきましては、

予算額を単純に現在の被保険者数で割ると２６万３千円ぐらいの１人当たりの給付見込額と

いう形になります。

○加藤委員長

ほかに質疑はありませんか。

（「なし」と呼ぶ者あり）

○加藤委員長

質疑がなければ、これで質疑を終了します。

これから討論を行います。討論はありませんか。

○京増委員

あります。

○加藤委員長

最初に、反対討論の発言を許します。

○京増委員

それでは、議案第１６号、令和３年度八街市国民健康保険特別会計予算に対する反対討論を

いたします。

国保税収は約１７億８千７００万円、前年度比で約１億７千３４７万円の減額見込みでござ

います。市民の収入が減る下、国保税の７割軽減世帯が中でも特に増加しております。生活

困窮による国保税滞納者に対するペナルティーは、さらに市民生活を苦しめます。資格証明
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書交付中止、また限度額認定証交付が必要と思います。

歳出については、１人当たりの医療費が年々増加しております。平成２９年度には、先ほど

も説明がありましたけれども、２２万５千９００円、３０年度には２３万５千４１２円、そ

して令和元年度には２４万８千１３７円と、増加しております。

こういう中で、新年度には新型コロナウイルス感染症に感染した方に傷病手当金が計上され

ました。これは国保制度の在り方としては本当に朗報だと思います。また、今年度は新たに

保健衛生普及費の中で糖尿病性腎症重病化予防事業、また糖尿病性腎症重症化予防事業支援

プログラムが新たに予定されております。病気予防、重症予防として本当に必要な制度が新

たに始まるということは大変いいと思います。

医療費の増額見込みにより、令和３年度から国保の課税限度額を３万円引き上げて９９万円

にしたんですけれど、国保財政の抜本的解決にはつながらないと思います。国民の健康と命

を守るために、国に財政的支援を強く求めていただきたいと思います。国による１兆円の公

費負担増で国保税を約４割減額できる可能性もあるわけですから、誰もが安心できる国保税

制にすることを求め、議案第１６号に反対します。

以上です。

○加藤委員長

次に、賛成討論の発言を許します。

○小菅委員

それでは、議案第１６号、令和３年度八街市国民健康保険特別会計予算について、賛成の立

場から意見を述べさせていただきます。

本市の国民健康保険は少子高齢化の進行や就業構造の変化などに伴い、制度の支え手である

現役世代の被保険者が減少しており、国保運営の根幹となる保険税は減少傾向にあります。

一方で、高齢化の進行などにより、１人当たりの医療費は年々増加する傾向にあり、国民健

康保険を取り巻く環境は従前に増して厳しい状況が伺えます。

令和３年度国民健康保険特別会計予算では、国保運営の根幹である保険税は、新型コロナウ

イルス感染症拡大に伴う経済への影響等による世帯所得の減少と、地方税制度の改正に伴う

基礎控除額の引上げによる課税所得の減少などにより、令和２年度予算と比較し１億７千３

００万円の減少を見込んでおり、厳しい国保運営が伺えます。

こうした中、医療費の適正かつ効率的な運営を図るため、マイナンバーカードと保険証の一

体化によるオンライン資格確認制度運用に向けた取組の推進、保健事業においては、特定健

康診査の受診率向上に向けた人工知能（ＡＩ）を活用した健診未受診者に対する受診勧奨費

用を昨年度同様に計上し、新たな取組として糖尿病が重症化するリスクの高い医療機関未受

診者、受診中断者について、適切な受診勧奨を行う糖尿病性腎症重症化予防事業（未受診者

勧奨プログラム）、糖尿病性腎症の発症、重症化リスクのある方へ保健指導を行う糖尿病性

腎症重症化予防事業（支援プログラム）に係る費用を計上した予算編成となっております。

国民健康保険は被保険者である市民の皆様の健康を守るという重要な役割を担う制度である
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ことから、安定的で持続可能な制度とするために、千葉県と連携して国民健康保険事業の運

営にあたり、保健事業の充実、医療費の適正化、保険税収納率向上に向け、一層取り組んで

いただくことを要望いたしまして、令和３年度八街市国民健康保険特別会計予算について、

賛成するものであります。

○加藤委員長

ほかに討論はありませんか。

（「なし」と呼ぶ者あり）

○加藤委員長

討論がなければ、これで討論を終了します。

これから、議案第１６号、令和３年度八街市国民健康保険特別会計予算についてを採決しま

す。

この議案は原案のとおり決定することに賛成の委員の起立を求めます。

（起 立 多 数）

○加藤委員長

起立多数です。議案第１６号は原案のとおり可決されました。

議案第１７号、令和３年度八街市後期高齢者医療特別会計予算についてを議題とします。

提案者の説明を求めます。

○石井国保年金課長

議案第１７号、令和３年度八街市後期高齢者医療特別会計予算について、ご説明いたします。

予算書の２９ページをご覧ください。

第１条歳入歳出予算は、令和３年度後期高齢者医療特別会計予算の総額を歳入歳出それぞれ

７億３千７３３万４千円と定めるもので、前年度と比較し３千９２万４千円、４．４パーセ

ントの増でございます。

これは、被保険者の増加に伴い、歳入においては保険料が、また歳出においては広域連合へ

の納付金が増額となったことによるものでございます。

それでは、事項別明細によりご説明いたします。

予算書の３２１ページをご覧ください。

初めに、歳入でございますが、１款後期高齢者医療保険料は５億７千６８万６千円の計上で、

前年度と比較し２千５５万９千円、３．７パーセントの増でございます。

令和３年度現年分後期高齢者医療保険料調定及び収納額は、広域連合からの提示がございま

して、その数字を計上しており、現年分収納率は９９．４１パーセントであります。

内訳として、１目特別徴収保険料が３億２千９９６万５千円、２目普通徴収保険料、現年分

が２億３千８１５万７千円、前年度滞納繰越分が２５６万４千円でございます。

２款１項一般会計繰入金は１億６千８９万６千円の計上で、前年度と比較し１千１０１万３

千円、７．４パーセントの増でございます。

２款１項１目事務費繰入金５６８万７千円は、一般管理費や賦課徴収費分として一般会計か
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ら繰り入れるものでございます。

２款１項２目保険基盤安定繰入金は１億５千５２０万９千円で、前年度と比較し１千８万４

千円、７．０パーセントの増で、低所得者等の保険料軽減分を公費で補填するもので、広域

連合からの提示がございまして、その数値を計上しております。

３款１項１目繰越金は、令和２年度からの繰越見込額として２００万円を計上いたしました。

３２２ページに移りまして。

４款１項１目延滞金は、保険料滞納延滞金として１万８千円の計上でございます。

４款２項１目雑入３７３万４千円は、保険料額決定通知の作成、発送の業務委託費である賦

課徴収帳票作成等業務受託費、千葉県後期高齢者医療保険料過年度還付金、人間ドック事業

などに対する広域連合からの長寿健康増進事業補助金などでございます。

次に、歳出でございます。

３２３ページをご覧ください。

１款１項１目一般管理費は各申請書や決定通知書等の郵送に係る経費及び人間ドック等の助

成として２９０万７千円を、１款２項１目徴収費は保険料の賦課徴収に要する経費として４

０１万２千円を計上したものでございます。

３２４ページに移りまして。

２款１項１目後期高齢者医療広域連合納付金７億２千７９１万４千円は、市が徴収した保険

料と保険料軽減分である基盤安定繰入金の合計額を千葉県後期高齢者医療広域連合へ納付す

るもので、前年度と比較し３千６６万円、４．４パーセントの増となっております。

３款１項１目保険料還付金は前年度と同額の１５０万円を、２目還付加算金は１千円を計上

いたしました。

４款予備費１００万円は、前年度と同額の計上でございます。

以上で、議案第１７号、令和３年度八街市後期高齢者医療特別会計予算についての説明を終

わります。ご審議のほど、よろしくお願いいたします。

○加藤委員長

以上で説明が終わりましたので、質疑を許します。

○小髙委員

３２２ページ、雑入の中で県からの受託費、歯科口腔健康診査事務受託費６万９千円がござ

いますけれども、歳出にはどのように反映されているのか、お伺いします。

○石井国保年金課長

３２３ページの一般管理費の通信運搬費と消耗品費の中に財源が入っております。

○小髙委員

やっぱり口腔健康というのは大切なものなんですね、それに対して事業化を明確にしていな

いというのはいかがなものかと思うんですけど。広域連合としても、この部分でそんなに大

きな予算を取っているわけではないんですが、注視している面だと思います。一般管理費の

中の消耗品費等でもポスターを作ったり、啓発活動はできるので、ぜひとも口腔衛生健康と
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いうのは大事にしていただきたいと思いますので、お願いするところです。

次に、３２３ページの１８節人間ドックの助成が主だという説明だったんですけど、よろし

かったでしょうか。

○石井国保年金課長

そのとおりです。人間ドックだけの経費でございます。

○加藤委員長

人間ドックだけでいいんですね。分かりましたか。

ほかに質疑はありませんか。

○栗林委員

ちょっとどの項目に該当するか分からないんですけれども、歳入かと思うんですが、保険料

の均等割の軽減特例が令和２年までだったかと思うんですが、いわゆる新年度、令和３年度

はどのようになっているか、教えてください。

○石井国保年金課長

軽減特例なんですが、７．７５割軽減だったものが令和３年度から７割軽減ということで、

本則の軽減に戻るような形になります。

○加藤委員長

ほかに質疑はありませんか。

○京増委員

それでは、３２１ページの保険料について、お伺いします。

先ほども説明がありましたけれども。

○加藤委員長

京増委員、どこの款ですか。

○京増委員

保険料です。

○加藤委員長

保険料はいろいろあるんですけど。

○京増委員

後期高齢者医療保険料、合計について、お伺いします。

２千５５万９千円の前年度比で増額予算なんですけれど、先ほども説明がありましたけれど、

軽減特例措置の廃止で増額になった方々がいらっしゃるわけですけれど、令和２年度から本

則、８割の方が７割の本則になっていると。

軽減特例された方たちの分はどのぐらいがこの中に含まれているんですか、保険料の中に。

○石井国保年金課長

７．７５割軽減が７割に減少するということで、こちらの均等割なんですが、７．７５割で

すと９千７００円の保険料負担だったものが１万３千円の保険料負担になるので、３千３０

０円の増となります。
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影響見込額として、大体１千８００人ぐらいの方が該当するのではないかと推計しておりま

して、金額としまして５９４万円程度、増加するのではないかと考えております。

○加藤委員長

ほかに質疑はありませんか。

○京増委員

軽減特例が適用されなくなったら、本当に大変だと思います。また、コロナによって仕事を

失った方もいらっしゃるわけですからね、この方たちが医療から遠ざけられないようにとい

うことを、ぜひ考慮していただきたいと思います。

それから、後期高齢者医療。

○加藤委員長

何ページですか。

○京増委員

失礼。３２４ページです。広域連合納付金について、伺います。

納付金については毎年増えておりますが、八街市の後期高齢者医療費は１人当たりでどのぐ

らいなのか、また、この間の増減についてはどうなのか、お伺いします。

○石井国保年金課長

申し訳ありません。ちょっとすぐにお答えできませんので、後ほど回答させていただきます。

○加藤委員長

ほかに質疑はありませんか。

（「なし」と呼ぶ者あり）

○加藤委員長

課長、急ぎ、答弁できませんか。

○石井国保年金課長

１人当たりの医療費ということでよろしいでしょうか。

○京増委員

はい。

○石井国保年金課長

１人当たりの医療費ですが、令和元年度のものになってしまうんですが、８２万６８２円で、

県下では３０位という位置になります。

○加藤委員長

ほかに質疑はありませんか。

○京増委員

８２万円というのは令和元年度ですけれど、前の年とか、以前と比べてやっぱり増えている

のではないかと思うんですが、いかがでしょうか。

○石井国保年金課長

すみません。八街市について、ちょっと資料を持ち合わせておりません。千葉県全体では
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年々増えているような状況でございます。

○加藤委員長

ほかに質疑はありませんか。

（「なし」と呼ぶ者あり）

○加藤委員長

質疑がなければ、これで質疑を終了します。

これから討論を行います。討論はありますか。

○京増委員

あります。

○加藤委員長

最初に、反対討論の発言を許します。

○京増委員

それでは、議案第１７号、令和３年度八街市後期高齢者医療特別会計予算に対しての反対討

論をいたします。

保険料は２年ごとの制度見直しのたびに引き上げられてきました。令和２年度の見直しによ

り、１人当たりの保険料基準額は２千４００円増額の４万３千４００円に引き上げられまし

た。また、令和元年度に基準額の８割を軽減されていた低所得者の保険料は、国の軽減特例

措置の段階的な廃止により、本則の７割軽減となりました。

年金が１８万円の方の後期高齢者医療保険料と介護保険料の合計額は３万１千９００円です。

年金額１８万円の約１７．７パーセントを占める、大変厳しい状況でございます。

保険料引上げは、年金が低過ぎるために働いて暮らしを支えている高齢者の暮らしから安心

を奪ってしまいます。国の施策によって年金の削減、消費税増税が実施され、高齢者の暮ら

しは厳しくなっています。国による保険料の軽減特例措置は廃止すべきではなく、継続が求

められます。

１人当たりの医療費は令和元年度は８２万円ということでございました。重病になるのを防

ぐためにも、早めに通院していく、そういう予防も必要です。しかし、令和４年度後半から、

国は７５歳以上の高齢者の医療費の窓口２割負担を導入しようとしています。病気になりや

すく、受診する機会が多くなる高齢者の医療費窓口負担増は、受診抑制で健康悪化を招き、

医療費の増大につながる可能性が高く、また２割化による現役世代の負担軽減は月に僅か６

７円程度で、現役世代と負担を公平化するという建前は理論的に破綻している、こういう説

明で、専門家は引上げを断念すべきと、様々な方面の方が提言しておられます。

７５歳以上の高齢者をほかの年齢の人と切り離す後期高齢者医療制度は２００８年に国民の

大反対を押しきって創設されました。医療費が増えれば被保険者の保険料が際限なく引き上

がるこの制度は、高齢者の生活を圧迫します。また、他の世代の保険料支援金も高額になり

ます。

繰入金については、令和元年度は前年度比で約５０６万円増、２年度は約８７３万円増でし
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た。３年度予算では約１千１０１万円増と、市の負担も増えております。

後期高齢者医療制度は廃止すべき制度と思いますが、当面、国による十分な財政措置が必要

であり、国民や自治体の負担を減らす施策が求められます。

以上の理由から、議案第１７号に反対します。

○加藤委員長

次に、賛成討論の発言を許します。

○栗林委員

議案第１７号、令和３年度八街市後期高齢者医療特別会計予算について、賛成の立場から意

見を述べさせていただきます。

後期高齢者医療制度は平成２０年度の創設以来、高齢者の方が安心して医療を受けられる仕

組みとして様々な取組がなされてきました。

その１つである保険料均等割の軽減特例については、平成２９年度からの段階的な見直しが

されてきました。令和３年度からは令和２年度の７．７５割軽減から７割軽減となってしま

います。しかし、介護保険料軽減の拡充などで、被保険者の負担増とならないように配慮さ

れ、歳出についても、被保険者等の急増により保険者である広域連合への負担金が増加する

中で、引き続き人間ドック等の助成のための長寿健康増進事業補助金を計上し、医療費の削

減や健康保持のための努力が伺えます。

保険料の収納が低迷する中、対象者である高齢者の生活実態の把握に努め、適切な業務遂行

を図っていただくとともに、今後も千葉県や広域連合との連携を図りながら、被保険者であ

る高齢者の方々のご理解をいただき、持続可能な安心できる医療制度の構築に一層努力して

いただくよう要望し、令和３年度八街市後期高齢者医療特別会計予算について、賛成するも

のであります。

○加藤委員長

ほかに討論はありませんか。

（「なし」と呼ぶ者あり）

○加藤委員長

討論がなければ、これで討論を終了します。

これから、議案第１７号、令和３年度八街市後期高齢者医療特別会計予算についてを採決し

ます。

この議案は原案のとおり決定することに賛成の委員の起立を求めます。

（起 立 多 数）

○加藤委員長

起立多数です。議案第１７号は原案のとおり可決されました。

議案第１８号、令和３年度八街市介護保険特別会計予算についてを議題とします。

提案者の説明を求めます。

○飛田高齢者福祉課長
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まず、説明に移ります前に、配付した資料に誤りがございましたので、訂正をお願いいたし

ます。お配りしました議案第１８号、介護保険特別会計予算参考資料の訂正をお願いしたい

と思います。

○加藤委員長

ありましたか。大丈夫ですか。お願いします。

○飛田高齢者福祉課長

予算参考資料の２ページ目、歳入、令和３年度と２年度を比較した表があるんですけれども、

令和２年度の欄の最下段、合計額の部分が４９３１４９０となっておりますが、こちらを４

９３１５４０と訂正願います。４９３１４９０を４９３１５４０と訂正願います。

同じく、４９３１５４０の２つ上ですね、諸収入の方で４６７３となっておりますところを

４７２３、４６７３を４７２３と訂正願います。

続きまして、同じく２ページの表の一番右下ですね、増減額の合計のところの△７５６８と

なっておりますところを△７６１８、△７５６８となっておりますところを△７６１８と訂正

願います。

併せまして、そこから２つ上の諸収入の増減額のところで、△１５となっておりますところ

を△６５、△１５を△６５と訂正願います。

最後に、４ページ目なんですけれども、基金の状況の表の右上の欄のところで、平成３年度

末残高見込額となっておりますが、こちらは平成ではなく令和３年度の間違いでございます

ので、平成を令和に訂正していただきたいと思います。申し訳ございませんでした。

それでは、議案第１８号、令和３年度八街市介護保険特別会計予算につきまして、ご説明い

たします。

予算書の３５ページをご覧ください。

第１条では、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ４９億２千３９２万１千円と定めるも

のでございます。前年度と比較しますと７６１万８千円、０．２パーセントの減でございま

す。

第２条では、地方自治法第２１４条の規定により債務を負担する行為をすることができる事

項、期間及び限度額は第２表債務負担行為によるものとしております。

第３条では、地方自治法第２２０条第２項、ただし書きの規定により、歳出予算の各項の経

費の金額を流用することができる場合について、定めるものでございます。

それでは、歳入歳出につきまして、事項別明細によりご説明いたします。

予算書の３３１ページをご覧ください。

初めに、歳入でございますが、１款保険料、１項介護保険料、１目第１号被保険者保険料１

２億９千８９６万６千円は、前年度と比較して２千４７４万３千円、１．９パーセントの減

でございます。これは、低所得者の保険料の第１段階から第３段階までの保険料が軽減され

たことに伴う減でございます。

２款分担金及び負担金、１項負担金、１目包括的支援事業任意事業利用者負担金１８０万円
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は前年度と同額であり、配食サービス事業の個人負担金でございます。

３款国庫支出金、１項国庫負担金、１目介護給付費負担金８億１千７７８万４千円は、前年

度と比較して２万円の減であり、現年度分の介護給付費負担金でございます。

３３２ページに移りまして。

２項国庫補助金、１目調整交付金２千４９３万８千円は、前年度と比較して２７７万円、１

２．５パーセントの増でございます。

２目地域支援事業交付金、介護予防・日常生活支援総合事業分は２千７５４万４千円、３目

地域支援事業交付金、包括的支援事業・任意事業分は２千７６万８千円、４目地域支援事業

交付金、包括的支援事業・社会保障充実分は２３万円の計上で、介護予防・日常生活支援総

合事業に係る国の負担率は２５パーセント、包括的支援事業・任意事業分及び包括的支援事

業・社会保障充実分に係る国の負担率は３８．５パーセントでございます。

５目地域介護・福祉空間整備等交付金は１千６７９万５千円の計上で、高齢者福祉施設の防

災体制の強化を図るための非常用自家発電整備事業２施設分等に係る交付金でございます。

４款支払基金交付金、１項支払基金交付金、１目介護給付費交付金１２億４千７１０万２千

円は、前年度と比較して２万８千円の減であり、社会保険診療報酬支払基金からの介護給付

費に対する交付金でございます。

３３３ページに移りまして。

２目地域支援事業支援交付金２千９７４万７千円は、前年度と比較して６２６万１千円、１

７．４パーセントの減であり、介護予防・生活支援サービス事業に係る交付金でございます。

５款県支出金、１項県負担金、１目介護給付費負担金６億８千３３５万８千円は、前年度と

比較して１万２千円の減であり、現年度分の介護給付費負担金でございます。

２項県補助金、１目地域支援事業交付金、介護予防・日常生活支援総合事業分は１千３７７

万１千円、２目地域支援事業交付金、包括的支援事業・任意事業分は１千３８万４千円、地

域支援事業交付金、包括的支援事業・社会保障充実分は１１万５千円の計上で、介護予防・

日常生活支援総合事業に係る県の負担率は１２．５パーセント、包括的支援事業・任意事業

分及び包括的支援事業・社会保障充実分に係る県の負担率は１９．２５パーセントでござい

ます。

３３４ページに移りまして。

介護施設等整備事業交付金は、小規模多機能型居宅介護事業所の整備完了に伴い、廃目とい

たします。

６款財産収入、１項財産運用収入、１目利子及び配当金は、介護給付費準備基金積立金利子

１千円を存目計上するものでございます。

７款繰入金、１項一般会計繰入金、１目介護給付費繰入金５億７千７３６万１千円は、介護

給付費に係る市の負担分でございます。

２目地域支援事業繰入金、介護予防・日常生活支援総合事業分は１千３７７万１千円を、３

目地域支援事業繰入金、包括的支援事業・任意事業分は１千３８万４千円を。
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３３５ページに移りまして。

４目地域支援事業繰入金、包括的支援事業・社会保障充実分は１１万５千円を、それぞれ計

上するものであり、地域支援事業に係る市の負担分でございます。

５目低所得者介護保険料軽減繰入金７千４９万３千円は、前年度と比較して２千９４８万円、

７１．９パーセントの増であり、介護保険の第１号保険料の低所得者軽減強化に伴い、市町

村民税非課税世帯のうち、第１段階から第３段階の方を対象とした軽減分に対する繰入金で

ございます。

６目その他繰入金５千２８３万６千円は、事務費等に対する市の負担分でございます。

２項基金繰入金、１目介護給付費準備基金繰入金は、１千円を存目計上するものでございま

す。

８款繰越金は、前年度は９款に計上していたものでございます。

８款繰越金、１項繰越金、１目繰越金は、前年度と同額の１００万円の計上でございます。

３３６ページに移りまして。

９款諸収入は、前年度は８款に計上していたものでございます。

９款諸収入、１項延滞金、加算金及び過料、１目第１号被保険者延滞金、２目第１号被保険

者加算金、３目過料は、それぞれ１千円を存目計上するものでございます。

２項雑入、１目第三者納付金、２目返納金につきましては、それぞれ１千円を存目計上する

ものでございます。

３目雑入４６５万３千円は、前年度と比較して６万５千円、１．４パーセントの減であり、

地域包括支援センターが行った介護予防ケアマネジメント事業に要した国保連からの事業費

収入が主なものでございます。

次に、歳出でございますが、３３７ページをご覧ください。

１款総務費、１項総務管理費、１目一般管理費３千９９９万２千円は、前年度と比較して７

５９万６千円、２３．４パーセントの増となっております。

３３８ページをご覧ください。

２項徴収費、１目賦課徴収費６８４万９千円は、前年度と比較して６６万１千円、１０．７

パーセントの増となっております。これは、納付書等の印刷製本費及び郵送料が主なもので

ございます。

３３９ページにまたがりますが、３項介護認定審査会費、１目介護認定審査会費２千１８７

万３千円は、前年度と比較して１０４万７千円、４．６パーセントの減となっております。

これは、介護認定審査会委員報酬及び主治医意見書記載手数料が主なものでございます。

３３９ページ。

２目認定調査等費９５万３千円は、前年度と比較して５７６万５千円、８５．８パーセント

の減となっております。ここでは認定調査事務に係る経費を計上しております。前年度は認

定調査用車輌４台分の購入費を計上しておりましたが、今年度はそれがないため、大幅な減

となっております。
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３４０ページをご覧ください。

２款保険給付費、１項介護サービス等諸費、１目介護サービス等諸費４２億２千３８２万９

千円は、前年度と同額となっております。これは、要介護１から５までの認定者が利用した

介護保険サービスの保険給付に要する経費でございます。

２項介護予防サービス等諸費、１目介護予防サービス等諸費７千５３６万８千円は前年度と

比較して１千万円、１１．７パーセントの減となっております。これは要支援１、２の認定

者が利用する介護予防サービスの保険給付に要する経費でございます。

３項高額介護サービス等費、１目高額介護サービス費１億２００万円は、前年度と比較して

１千万円、１０．９パーセントの増であり、要介護認定者の方が利用する介護サービスに係

る自己負担の額が一定の限度額を超えたときに支給するものでございます。

３４１ページをご覧ください。

２目高額介護予防サービス費５万円は、前年度と比較して５万円の減で、要支援認定者の方

が利用する介護予防サービスに係る自己負担額が一定の限度額を超えたときに支給するもの

でございます。

４項高額医療合算介護サービス等費、１目高額医療合算介護サービス費１千８４万円は前年

度と同額、２目高額医療合算介護予防サービス費５万円は、前年度と比較して５万円の減で、

各医療保険における世帯内で１年間の医療費及び介護サービス費に係る自己負担額が著しく

高額になった場合に、一定の上限額を超える部分について、給付を行うものでございます。

３４２ページをご覧ください。

５項特定入所者介護サービス等費、１目特定入所者介護サービス等費２億３５７万３千円は

前年度と同額でございます。これは、施設入所者が通常負担する食費や居住費に関し、低所

得者に負担上限を設け、標準負担額との差額を補足給付するものでございます。

６項その他諸費、１目審査支払手数料３２０万２千円は前年度と同額で、介護給付費請求書

等の審査支払手数料でございます。

３４３ページにまたがりますが、３款地域支援事業費、１項介護予防・生活支援サービス事

業費、１目介護予防・生活支援サービス事業費１億８５２万１千円は、前年度と比較して１

千８５６万２千円、１４．６パーセントの減となっております。これは、居宅介護支援事業

所に委託した要支援認定者の介護予防ケアマネジメントに要した費用及び訪問型サービス、

通所型サービスの利用に要した経費を、負担金として国民健康保険団体連合会に支出するも

のでございます。

２項一般介護予防事業費、１目一般介護予防事業費５９１万６千円は、要介護状態になるこ

とを予防するために行う介護予防運動教室や、介護予防講演会等に要する経費でございます。

３４４ページから３４５ページにまたがりますが、３項包括的支援事業・任意事業費、１目

包括的支援事業・任意事業費５千５７５万２千円は、前年度と比較して１２９万４千円、２．

３パーセントの減となっております。これは配食サービス業務やおむつ支給業務の委託料及

び南部地域包括支援センターの業務委託料が主なものでございます。
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３４６ページをご覧ください。

４項包括的支援事業（社会保障充実）、１目包括的支援事業（社会保障充実分）５９万９千

円は、前年度と比較して６万３千円、１１．８パーセントの増となっております。包括的支

援事業費のうち、在宅医療・介護連携推進事業、認知症総合支援対策事業に要する経費でご

ざいます。

５項その他諸費、１目審査支払手数料３６万円は、介護予防・日常生活支援総合事業に係る

支給費、請求書等の審査支払手数料でございます。

３４７ページをご覧ください。

４款基金積立金、１項基金積立金、１目介護給付費準備基金積立金６千１１９万４千円は、

介護給付費準備基金に積立てをするものでございます。

５款諸支出金、１項償還金及び還付加算金、１目償還金及び還付加算金２００万円は、前年

度と同額の計上でございます。

２項延滞金、１目延滞金は１千円を存目計上するものでございます。

３４８ページをご覧ください。

６款予備費、１項予備費、１目予備費は、前年度と同額の１００万円の計上でございます。

以上で、令和３年度八街市介護保険特別会計予算の説明を終了いたします。ご審議のほど、

よろしくお願いいたします。

○加藤委員長

以上で説明が終わりましたので、質疑を許します。

○小髙委員

説明ご苦労さまでした。

まず、３３８ページの説明欄、補助金１千７４６万３千円。ちょっと僕が聞き逃したのかも

しれませんけど、この内容をお伺いいたします。

○飛田高齢者福祉課長

こちらにつきましては、介護事業所の防災対策として非常用自家発電設備の整備に対する補

助金、２施設分などを計上したものでございます。

○小髙委員

次に、同じページで３３８ページ、認定審査会費の項目から。

認定審査会で審査までの日数が非常にかかっていたことは承知のことですが、改善されたの

か、また令和３年度はどのように考えているのか、お伺いいたします。

○飛田高齢者福祉課長

介護認定申請から認定日までの期間でございますけれども、基本的に３０日以内というとこ

ろでございまして、令和２年度につきましては、令和２年１月現在でございますけれども、

全申請のうち３０日以内に認定された割合は４７．４パーセントとなっておりまして、こち

らにつきましては前年度と比べまして大幅に改善しております。

○小髙委員
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コロナ禍で医師の方も大変だと思いますけれども、努力義務をひとつお願いします。

続きまして、３４０ページ、介護予防サービス等諸費が１千万円減額されているんですけれ

ども、明細は別紙の先ほどの資料にもございますが、減額された要因というのはどういうと

ころにあるのか、高齢化が進む中で予防サービスは逆に増えてしかるべきなのかなと思うん

ですけど、積算根拠はいかがか、お伺いいたします。

○飛田高齢者福祉課長

介護予防サービス給付事務費１千万円の減額につきましては、令和２年度の実績に基づいて

積算した数字となっております。

○小髙委員

了解しました。

続いて、その下の高額介護サービス等諸費、これは逆に１千万円増額されているんですね。

これはどういう実績なんですかね、お伺いいたします。

○飛田高齢者福祉課長

こちらにつきましても実績ベースで積算しておりますけれども、要介護度が上がっている方

が増えておりますので、その分で増額となっております

○小髙委員

この２段を見ると、予防費が減ったために結局は介護サービスを受ける人が増えちゃったの

かなと取られかねないようなところですので、今後一層、予防の方に力を注いでいただきた

いなと思います。

続きまして、ちょっと飛んで３４５ページ、説明欄で１２節委託料、配食サービス業務並び

におむつ支給業務、これは現在どのような回数だったり人員、また量だったりするのか、

ちょっと詳細を教えていただきたいと思います。現在というか、令和３年度ですね、どう考

えているのか。

○飛田高齢者福祉課長

失礼いたしました。配食サービスにつきましては５００食、おむつ支給事業につきましては

月１８０人を見込んで、積算してございます。これにつきましては、令和２年度と同程度の

数値となっております。

○小髙委員

配食について５００食というのは、年間で５００食だけということでよろしいんでしょうか。

○飛田高齢者福祉課長

すみません。月に５００食でございます。

○小髙委員

ありがとうございました。

同じページの１９節扶助費で、成年後見人等報酬助成費が計上されています。今後、高齢化

が進み、また単身独居世帯が増えてくると、かなりこれはＰＲしていかなくちゃいけない部

分で、周知の必要があるのかなと思いますけど、令和３年度予算の中で３３６万円というの
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は、どのような内訳なのか、お伺いいたします。

○飛田高齢者福祉課長

こちらにつきましては、月２万８千円が１０人、１２か月分で見込んでおります。

○小髙委員

僕はシステムをよく理解していなかったんですけど、成年後見人に指名されると毎月２万８

千円をいただいて、預かったお金を少しずつ渡したり、いろいろな面倒を見たりすると思う

んですけど、毎月報酬がもらえるということでよろしいんでしょうか。

○飛田高齢者福祉課長

こちらの２万８千円につきましては月々の支払いという形ではなく、年間でまとめての後払

いという形になります。

○小髙委員

もう少し聞いちゃいますけどね、助成になっているので、利用者が払う部分もあるのかなと。

どういうケースの場合に予算の中から助成できるのか、助成の比率だったり、形態を説明い

ただきたいんですけど。

○飛田高齢者福祉課長

これにつきましては本人の、基本的には負担となります。本人の支払いが困難な場合につき

ましては助成を行うという制度になっております。

○加藤委員長

ほかに質疑はありませんか。

ページ数を言ってください。

○京増委員

３３１ページ、第１号被保険者の保険料について、お伺いします。

前年度比で２千３６７万６千円の減額予算なんですが、低所得者の保険料軽減措置が行われ

るということで、これは大変いいと思います。ただ、軽減世帯の中で、保険料が第１段階の

方を２種類にしないと、本当に保険料が払いきれないなというふうに私は思うんですが。

１８万円の年金額の場合は、令和２年度の介護保険料は１万８千９００円でした。後期高齢

者医療保険料は１万３千円で、合計は３万１千９００円です。年金額の１７．７パーセント

を占めている上に、消費税も生活費にはかかりますので、本当に所得が低い、収入が低い、

年金額１８万円以下の方たちはもう生活保護受給が必要じゃないかというふうに思うんです

が、所得段階が１の方で、保険料を納められない人に対しては、生活保護の受給なんかのお

勧めはしているのかどうか。

払える手だてが必要と思うんですが、払える手だてをしていくのかどうか、お伺いします。

○飛田高齢者福祉課長

市民の方からの保険料に関するご相談の中で、生活保護とか、そういったお話が出てくるこ

とはあります。

○京増委員
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滞納する場合にはサービスを受けられないとか、ペナルティーも生じるわけですから、本当

にこれはしっかりと相談に乗っていただきたいなと思います。

次に、繰入金についてなんですが。

○加藤委員長

何ページですか。

○京増委員

３３４ページの繰入金について。

○加藤委員長

繰入金のどこですか。

○京増委員

今言います。

７款の繰入金の２なんですが、地域支援事業の繰入金、介護予防・日常生活支援総合事業で

すが、前年度比２３２万１千円の減額となっています。介護予防というのは本当に、ここで

しっかりと予防しておくことで重症化しないと思うんですが、減らした理由をお伺いします。

○飛田高齢者福祉課長

こちらにつきましては、介護予防・生活支援サービス事業、一般介護予防事業の予算額が減

となったことにより減額となっております。こちらにつきましても、令和元年度の実績、あ

るいは高齢者人口の伸びなどを勘案して積算したものでございます。

○京増委員

令和２年度の利用については、やはりコロナの影響があったので恐らく大分減ったんじゃな

いかと思います。しかし、高齢化については、高齢化しているわけですからね、逆に必要だ

ろうし、またコロナが治まればしっかりと利用していただくというか、それが介護予防にな

るわけです。本当に今は家に引っ込んでいて、もうおかしくなりそうだという方が結構い

らっしゃるわけですから、私は減額ではなくて増やしていくことが必要だったと思うんです

が、もう一度答弁をお願いします。

○飛田高齢者福祉課長

おっしゃるとおりなんですけれども、やはりコロナの方が落ち着けば、またサービスを利用

していただけるように、お話をしていきたいと思っております。

○京増委員

補正で増やすということかもしれませんけれど、しっかりと対応していただきたいと思いま

すので、よろしくお願いいたします。

次に、３４０ページ、保険給付費の１目介護サービス等諸費について伺いますが、特養の待

機者は今どのぐらいいらっしゃるのか、お伺いします。

○飛田高齢者福祉課長

令和３年１月１日現在の待機者の数は５３人となっております。

○京増委員
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これは去年と比べて増えていませんか。増えていないか。そうですか。

令和２年度は何人でしたか。

○飛田高齢者福祉課長

令和２年７月時点での待機者は５８人でございました。

○京増委員

去年より少し減ってはいるんですが、それにしても、申し込んで待機されているということ

は、やはり生活に支障を来していると思いますが、この解消方法については今年度はどうい

う計画なのか、お伺いします。

○加藤委員長

京増委員に申し上げます。数字に基づいて話してください。一般質問になっておりますので、

注意してください。

○京増委員

入所者の希望に沿うというか、そういう予算になっていないのかなと。去年と比べるとゼロ

ということは、高齢者が増えている中でプラス・マイナス・ゼロということになっているわ

けですから、様々な問題が、サービスを給付するというところで滞ってしまうのではないか

と思うのですが、その点について、伺っているんですが。

○飛田高齢者福祉課長

予算額としては同額なんですけれども、これにつきましては、当然、介護サービス事業を何

ら制限するものではございませんので、その方々の状況に応じてケアマネジャーさんなりと

相談していただいて、適切なサービスをご利用いただいているというふうに考えております。

○京増委員

きちんと予算が付かないと必要なサービスを受けられないわけですから、ぜひ皆さんが困ら

ないように。

○加藤委員長

京増委員、マイクのスイッチは入っていますか。

○京増委員

すみません。

次に、３４２ページなんですが、３款地域支援事業費、介護予防・生活支援サービス事業費

が１千８５６万２千円も減っていますが、それこそ、ここを減らしては重度化を免れなくな

るというふうに思うんですが、利用できないようなことになりませんか、希望に沿えないこ

とになりませんか。

○飛田高齢者福祉課長

こちらにつきましても、サービスを制限するものでは何らございません。ただ、令和元年度

の実績からして減額となってしまったというようなことでございます。

○京増委員

今年はとにかくコロナを何とか収束させて、しっかりサービスを利用していただいて、介護
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予防しなきゃいけない、私は本当はそういう予算が必要だったのではないかと思いますので、

必要なサービスの要望があればぜひ取り組んでいただきたいと思います。

以上です。

○加藤委員長

ほかに質疑はありませんか。

（「なし」と呼ぶ者あり）

○加藤委員長

質疑がなければ、これで質疑を終了します。

これから討論を行います。討論はありませんか。

最初に、反対討論の発言を許します。

○京増委員

それでは、議案第１８号、令和３年度八街市介護保険特別会計予算に対する反対討論をいた

します。

次期制度では介護保険料は据置きということで、市民の皆さんも、今も高いんだけれども上

がらなくてよかったというふうに喜んでおられます。保険料１０段階のうち、１から３段階

の保険料軽減により、２千４７４万３千円の減額予算となりました。しかし、介護保険料は

軽減になったものの、後期高齢者医療保険料は増額です。

年金額が１８万円の方の令和２年度介護保険料と後期高齢者医療保険料の合計は３万１千９

００円、年金額の１７．７パーセントを占めます。これに、生活費に係る消費税１０パーセ

ントがあります。どうすれば保険料を支払って暮らすことができるのか、できるはずがない

というのが私の実感です。生活保護受給につなげていただきたいと思います。

保険料第１段階、年金収入１８万円の方については、収入に対する保険料率１０．５パーセ

ントですから、本当に厳しい状況です。同じ第１段階でも、所得８０万円の方は所得の２．

４パーセントですから、この所得段階が同じというのは矛盾があると思います。所得段階を

別々に分けるべきではないかと考えます。

低所得者の保険料軽減を実施したものの、収入が最も低い方の負担率が最も高いことは以前

と同じです。令和元年度及び令和２年度における所得段階１の人数は約３千８１０人です。

また、令和元年度普通徴収の滞納者は保険料第１段階で２４７人です。こういう方々に、滞

納したからといってサービス給付の制限を実施してはなりません。誰もが払える保険料にす

るよう、求めます。

八街市では、障害者控除認定証を送付してくださっているということなので、引き続き送付

をお願いいたします。

そして、今後、所得が低い方々が入所されている特養ホーム多床室の利用者に対する補足給

付、食費の限度額変更による利用者負担増が計画されておりますが、中止を求めます。

４月で発足２１年になる介護保険制度を誰もが安心して利用できる制度にするよう求め、議

案第１８号に反対いたします。
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○加藤委員長

次に、賛成討論の発言を許します。

○小髙委員

私は、議案第１８号、令和３年度八街市介護保険特別会計予算について、賛成の立場から意

見を述べさせていただきます。

本市の令和２年１２月末日現在、高齢者人口は２万１千１６０人となり、人口に占める高齢

者の割合は３０．７２パーセントに達し、２千９０４人の方が要支援・要介護認定を受けて

いる状態でございます。介護保険制度が発足した平成１２年度末の高齢者人口は９千１３５

人、要支援・要介護認定者８３９人と比較いたしますと、高齢者人口は２．３倍に増えて、

要支援・要介護認定者数は約３．７倍に増加するなど、より一層の高齢化が進み、介護を必

要とする方も年々増加しています。

高齢者が必要なサービスを十分に受けられるように、介護給付費が年々伸びていく一方で、

市民の健康寿命を延ばすため、また介護保険料の上昇を抑制するための施策として、運動、

栄養、口腔機能低下防止を目的とした介護予防教室の開催など、介護予防事業の充実が図ら

れるものとなっております。

令和３年度は第８期高齢者福祉計画・介護保険事業計画の初年度であります。施設整備にお

いては、令和３年度に八街南中学校区に小規模多機能型居宅介護事業所が新規に開所され、

複合的な介護サービスが提供され、さらなる介護施設の充実が図られるものとなっておりま

す。

令和３年度においても引き続き健全な財政運営、被保険者の立場に立った保険者としての責

務を十分に認識しつつ、第８期高齢者福祉計画・介護保険事業計画の施策を実施していただ

くとともに、きめ細かな介護サービスの提供を要望し、令和３年度八街市介護保険特別会計

予算について、賛成するものであります。

○加藤委員長

ほかに討論はありませんか。

（「なし」と呼ぶ者あり）

○加藤委員長

討論がなければ、これで討論を終了します。

これから、議案第１８号、令和３年度八街市介護保険特別会計予算についてを採決します。

この議案は原案のとおり決定することに賛成の委員の起立を求めます。

（起 立 多 数）

○加藤委員長

起立多数です。議案第１８号は原案のとおり可決されました。

以上で、当委員会に付託された案件の審査は全て終了しました。

文教福祉常任委員会を閉会します。

ご苦労さまでした。
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（閉会 午後４時２７分）
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上記会議の次第を記載し、その相違ないことを証明するためにここに署名する。

令和 年 月 日

八街市議会文教福祉常任委員長

八街市議会文教福祉常任委員

八街市議会文教福祉常任委員
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※発言の取り消し及び訂正の表記について

■発言の取り消し＝発言の内容を記載せず、棒線（ ）により表示してい

ます。

■発 言 の 訂 正＝発言のとおり記載してあります。その際、訂正部分にアン

ダーライン（○○○）を引き、会議中に発言が訂正された
ことを示してあります。


